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平成17年９月５日（月）議事日程

開 議（午前10時）

日程第１ 一般質問（通告順による）

平成17年鹿島市議会９月定例会一般質問通告書

順番 議 員 名 質 問 要 旨

⒈少子化対策について。
⑴ 乳幼児医療費を就学前まで無料に。

2.在宅介護手当について。

１ 20 松 尾 征 子 3.雇用対策について。

4.少人数学級について。

5.ＪＲ長崎本線を今のまま存続させ、今後のまちづくり
について。

1.食料・農業・農村基本計画の取り組みについて。
⑴ 食料自給率の向上、食料の安定供給の確保に関す

る施策について。
① 自給率の向上対策。
② 食育の推進。
③ 地産地消の推進。
④ 工程管理の取り組み。

⑵ 農業の持続的な発展に関する施策。
① 担い手対策

２ ５ 橋 爪 敏
② 経営安定対策（品目横断的政策）
③ 農地制度改革

⑶ 農村の振興に関する施策。
① 環境保全政策。
② 資源保全政策。

⑷ 食料・農業・農村基本計画によって鹿島市農業は
どう変わるのか。

2.平成18年度農林予算について。

1.長崎新幹線建設の可能性について。
⑴ 長崎新幹線計画の経済波及効果について。
⑵ 長崎本線時間短縮効果について。
⑶ 鹿島、肥前山口間のＪＲ九州による運行案につい

て。
３ ３ 福 井 正 ⑷ 長崎本線の第３セクターによる運行案について。

2.長崎本線改良への提言。
⑴ 長崎本線の線形改良と路盤強化案について。
⑵ 長崎本線へのフリーゲージトレイン導入につい

て。
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順番 議 員 名 質 問 要 旨

3.佐賀県による地域振興策について。
⑴ 有明沿岸道路の６年前倒しと延伸について。

３ ３ 福 井 正
⑵ 国道498号線の高規格道路による建設について。
⑶ 振興策第２の提案について。

1.ＮＰＯ法人等の活動に対して当市の取り組みは？
⑴ 指定管理者制度

2.当市の乳幼児医療費について。
４ １ 徳 村 博 紀

3.子供を生み育てる環境つくりとして。
⑴ 子育て支援・女性就業支援・児童手当・保育料。

4.不登校児の対応について。

日程第２ 休会の議決

日程第３ 休会の日の会議

午前10時 開議

○議長（小池幸照君）

おはようございます。ただいまから本日の会議を開きます。

日程第１ 一般質問

○議長（小池幸照君）

本日の日程は、お手元の日程表どおり一般質問を行います。

通告順により順次質問を許します。まず、20番松尾征子君。

○20番（松尾征子君）

おはようございます。20番松尾です。大きな台風が近づいてきているということで、非常

に心配な中での一般質問となりました。さらには今、総選挙が行われ、ちょうど中日を迎え

るという状況の中ですが、特に今度の総選挙のあり方を見ておりますと、郵政民営化に対し

て小泉首相は国民の審判を得るんだということをしきりにテレビでもおっしゃっております

が、よく見ておりますと、その裏では憲法改悪や消費税増税の準備が着々と進められている

というようなところを私たちは見逃すことができないなと思いながら、今度の選挙に取り組

んでいます。

そういう中で、多くの市民の皆さんからは、今日のここまで悪化した暮らしぶりに対して、

何とか政治を変えなくてはいけないという世論も非常に大きくなっていると思います。過去

４年の自民党・小泉政権が、自民党をぶっ壊すのではなく、国民の暮らしをここまでぶっ壊

し、ましてや自治体の財政、また業務までどうにもできない状況に持っていったこの実態を
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私たちはしっかりと見詰めるべきではないかと思っています。

さて、本題に入っていきたいと思います。

まず、少子化対策の問題です。

ことし上半期の人口動態統計を速報で発表しましたが、これによれば出生数が死亡数より

約３万人少なく、日本の人口が半年間で初めて少なくなったことがわかったということです。

2001年に発足した小泉内閣のもとで、１人の女性が生涯に産む子供の平均数は2000年1.36だ

ったのが、2004年には1.29へと大幅に下がり、少子化傾向に歯どめがかからなくなっており

ます。８月25日の佐賀新聞の論説に「少子化対策」が載りましたが、なぜそうなるかという

ことに対し、「原因はいろいろ考えられるが、各種調査ではっきり言えるのは「子育てにお

金がかかりすぎる」ということである」、こう書かれておりました。

また、「経済力と出産の関係はリアルで、年収 400万円未満の世帯では出産にかかるもろ

もろの費用が所得の２－３割にも達する」と書かれておりました。「また子どもを持っても

保護者の長時間勤務・労働は日常化しており、子育ての苦労を考えると若い世代が出産を控

えようとするのは当然かもしれない。育児支援を充実させ、若い世代が安心して子どもを産

み、育てたくなるような環境づくりに政治は本腰を入れるべきだ」。さらに、「現在取り組

んでいる「次世代育成支援対策推進事業」なども育児休暇の取得に数値目標を掲げているが、

若い世代が「子育ては楽しい」と思わせるまでの施策とは程遠い。出産費用の無料化や医療

費もせめて中学卒業時まで無料にするなど制度の恩恵を受ける人（世帯）が広範になるよう

な大胆な施策を望みたい」と、このようなことが書かれておりました。

また、今ちょうど衆議院選挙が行われておりますが、各政党とも少子化対策を具体的に上

げております。自民党や公明党は児童手当の拡充を、また、民主党は子ども手当の創設を上

げて支援を宣伝しています。やはり今、子育てのための対策が必要だとそれぞれが考えてい

るのではないでしょうか。確かに必要なことだと思いますが、ところが、これらを実現する

ために財源をどこに求めるかということについては、なかなか大きな問題があると思います。

それはこのいずれもの政党が増税をすることによって財源をつくるということです。民主党

はマニフェストで、配偶者控除、配偶者特別控除、扶養控除、これはお年寄りの親の分は除

くということでされておるようですが、これを廃止することによって子ども手当を拡充する

と言っています。また、公明党は井上政調会長が扶養控除のあり方を見直して児童手当一本

化にするということを日経新聞の８月25日付で述べております。子育て世帯の増税と引きか

えでは、子育て支援としての実効性はないのではないかと私は思います。

日本共産党は1994年に提言した「新・日本経済への提言」で、少子化克服のために政治が

果たすべき役割を提案して、少子化克服を日本の未来にかかわる問題として、いち早く解決

の方向を打ち出してきました。特に今回の選挙では、乳幼児医療費の無料制度を国の制度と

してつくらせることや仕事と子育てが両立できる対策を進めることなどを上げて取り組んで
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おります。私は本来、少子化対策、子育て支援にかかわる問題は基本的には国が取り組むべ

きだと考えておりますが、引き続く自公政治はこのことを置き去りにしてきました。そのよ

うな中で、地方では国の制度が待てないために、それぞれの自治体が独自に子育て支援のた

めのいろんな制度化を取り組んでおります。鹿島市でも３歳の歯科医療費の無料化までたど

り着きました。

私は６月議会でも少子化問題を取り上げました。例えば、出産準備金としてとりあえず

50千円の支給をということを質問したことに対し、15,000千円ぐらいかかるということ、ま

た、ゼロ歳児の保育料を無料にという提案には 7,000千円から 8,000千円ぐらいの財源が必

要だとおっしゃいました。さらには、乳幼児医療費を６歳まで無料にすることについては、

40,000千円から45,000千円かかるということでした。私は少子化対策については、思い切っ

て今金をかけなくてはいけないと思っています。佐賀新聞にもそのようなことが書かれてお

ったわけですが、今回、私は具体的にお尋ねをするのは、乳幼児医療費を就学前まで無料に

することを再度提案したいと思います。何度も提案しておりますし、その必要性などについ

ては御意見を伺っておりますが、このことは子育て世帯が助かるのはもちろんですが、地域

の経済的効果、まちづくりにも大きな成果が出ていることが先進地の例でもたくさん出てお

ります。この件については、市長の方より直接御答弁をお伺いしたいと思います。よろしく

お願いします。

次に、在宅介護手当の問題です。

重度の障害を持つ子供たちを自宅で介護されている人が鹿島市にもたくさんいらっしゃい

ますが、その家族はほとんど24時間つきっきりで、自宅から離れられない状態の人が多いよ

うです。突然発作なども起きますと、何時であろうと佐賀大学医学部まで救急車で走り込ま

なくてはいけない人もいます。症状は重くなり、介護に必要な備品類など使用する量もふえ、

金額もかさんできています。電気代なども入院時に比べれば、毎月10千円ほど違ってくると

聞いています。また、もしもの停電に備えて自家発電の設備もしたいと思っても、家計を考

えると非常に大変な状況だということです。支援費制度を利用しようと思っても、月に20千

円ないし30千円は自己負担になり、また、おむつ代も支給されているが、半分しかない、こ

ういうことです。

このように、在宅で介護や療養の費用負担のため不安な毎日を送っていらっしゃる家庭は

たくさんいらっしゃいます。私はこのような家族が安心して家庭で介護や療養ができるよう

にと、厚生労働省に直接交渉しました。その内容は、まず、現行の制度では吸入器や吸引器

に対して補助が出ているが、もっと在宅介護に必要な備品への補助制度を拡充、充実させる

こと。例えば、電気代などの経費を抑えるため、ソーラーシステムなどの取りつけに補助制

度を設けられること、また、停電時に備えるために自家発電への補助制度を設けること。二

つ目として、介護をされている方の健康問題も非常に心配である。十分な睡眠や休養の時間、
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定期的な健康診断などできるように、24時間ヘルパー利用が可能な制度及び補助制度を設け

ていただくこと。三つ目として、救急時の救急車の中では自分一人で処置をしないといけな

い状態となっている。これは付き添いの人ですね。専門性を備えた病院の配置、専門性を備

えた救急隊員の配置など充実させていく施策をつくられること。この三つを具体的に私は厚

生労働省で訴えました。

その結果、厚生労働省としては具体的な回答は今回はできないと。しかし、今回において

は実情をよく聞かせていただきたい、こういう回答でした。そのことを言いながらも、一つ

一つの対応はできないが、全体的に何らかの方法を考えなくてはいけないのではないか、こ

のような見解を示してもらいました。ただ、ソーラーシステムについては、医療機器として

は認められていないので、補助はできないということでした。

さて、このように、いっときも目が離せない子供の介護の場合は、経済的に大変だからと

家族は仕事につくこともできません。さらに、介護をする家族は睡眠や休養さえ十分にでき

ない状況です。かといってヘルパーなどをお願いすれば、これまたお金がかかります。大変

でも、その家族の人たちは、自分のそばに置いて看護や介護をしようと力を合わせて頑張っ

て取り組まれています。国は具体的には示しませんでしたが、このままではいけないという

考えは持っています。私たちはこれからも国に対しても要求を続けていきたいと思いますが、

国の制度化まで待つことはできません。

ここでまずお尋ねをしたいと思いますのは、市はこのような家庭や子供たちに対して、ど

のように対処したらよいとお考えなのか、まずお答えください。

また、今、施設や病院などに入所、入院をして介護を受けている重度の子供たちがありま

すが、そのための公費がどれくらい使われているのかお知らせいただきたいと思います。症

状などによっても違うと思いますが、１人当たりの平均の費用で結構だと思います。

さて、こういう問題を考えますと、在宅で介護をされている家庭に対し、介護手当の支給

をすることによって、少しでもその家庭が経済的に安心できるのではないかと思いますし、

それをやらなくてはいけないと私は考えますが、いかがでしょうか、お答えください。

次に、雇用対策の問題です。

平成11年度から国が行った緊急雇用特別交付金事業、その後、緊急地域雇用創出特別交付

金事業に引き継がれて、平成16年度までで終わりました。これについては、雇用の期間や事

業についても一定の制限はされていましたが、当面職のない人たちにとってはよかったので

はないでしょうか。制度が始まった当初、鹿島市が他市に比べて余りにもその要求が少なか

ったので、私は議会で指摘したことを思い出します。

さて、ここでその実績を出してもらっておりますが、６年間で新規採用 142名、事業費

161,792千円となっています。特に、最後の２カ年で新規雇用93名、 103,625千円となって

います。事業の取り組みに当たってはいろいろと問題もありましたが、しかし、数字が示す
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ように、経済的なもの、短期間であれ雇用の場ができたということではよかった、仕事のな

い人にとってはそれなりに評価のできるものだったと思います。

ちなみに、全国では16年度末までの予算額で総額 4,300億円、雇用創出・維持効果として

約60万人と聞いております。事業の種類もさまざまでよかったと思います。制度がなくなっ

た今、全国の多くの自治体から再度制度化の要求も出されているようです。

７月19日、20日、私は佐賀県暮らしを守る共同行動で省庁交渉に出向きました。そして、

この件についても厚生労働省に事業の継続を交渉しました。これについては、昨年、17年度

から事業が廃止になるということもありましたので、そのまま続けてくれ、打ち切らないで

くれという要求を持っていきました。ところが、昨年の回答は何もなく、もうやらないとい

うことでした。しかし、今度は制度の必要性を認める回答が出ました。そして、私たちは制

度を継続させるだけでなく、予算の増額や雇用期間の延長、業種の拡大を図ることなどもあ

わせて申し入れを行ってきました。当局の回答が昨年と大きく変わったのは、やはり全国の

自治体からの要求が多いということではないでしょうか。私はここでお尋ねをいたします。

市としてはこの事業をどのようにとらえられ、取り組んでこられたのか、まずお答えくださ

い。

さらに、雇用対策としてもう１点お尋ねをします。

鹿島市では小規模登録制度がつくられて、その取り組みがされておりますが、しかし、い

まだに零細の業者の方たちが、仕事がない、何とかならないかという声をたくさん寄せてく

ださいます。ここでお尋ねいたしますのは、登録されている業者が今何件ぐらいあるのでし

ょうか。さらに、16年度でこの登録業者の方たちにどれくらいの仕事を発注なされたのでし

ょうか。これは各課にまたがると思いますが、通告時点でこの件についてお尋ねすることは

言っておりましたので、まとめて結構ですから、お答えをいただきたいと思います。

次に、少人数学級の問題です。

長年にわたる少人数学級の運動が実って、ことしから小学校１、２年ではありますが、県

が少人数学級の取り組みを始めました。この取り組みが子供たちにどのような成果をもたら

しているのか、現場にどのような影響をもたらしているのか、私は現場の先生や校長先生に

お聞きをしました。これに対し、生活面や学力向上の面でも成果が出ているという回答をし

ていただきました。そして、それは保護者からも本当によかったという意見が出ているとい

うことです。

まず、この件について教育委員会にお尋ねしますのは、教育委員会としては、その成果を

どのようにとらえられているのかお尋ねします。具体的に成果がわかれば、これも御報告く

ださい。

校長先生や現場の先生がおっしゃるように、大きな成果が出ているわけですから、これか

らさらに学年を広げていく必要があると思いますが、まず、今、１、２年生の取り組みをさ
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れておりますが、２年生は来年３年生になるわけですが、この辺の来年度の取り組みがどう

なっていくのか、まず、その点についてお聞かせいただきたいと思います。

さて最後に、新幹線の問題です。

私はここでの通告には、長崎本線を今のまま存続させ、今後のまちづくりについてという

ことで上げておりますが、まず、今回議会の提案理由説明の冒頭、市長の方から詳しく取り

組みについての御報告がありましたので、もういろいろは申しませんが、まず、私は本当に

この困難な中で御苦労さまを言いたいと思います。市長を先頭に職員の皆さん方がこの問題

について本当に大変な御苦労をされてきたこと、私は本当に頭の下がる思いをしながら見て

まいりました。それと同時に、この新幹線の取り組みのようなことで市政に取り組んでいた

だければ、すばらしい市政ができるんじゃないかと。桑原市長にはその力があるんじゃない

かと。残念ながら今までそれを見出すことができなかったのは、私の目が節穴だったのか、

それともそれが事実だったのかは定かでありませんが、そういう状況です。そして、ある面

では期待もするところがあるわけですがね。

私はまちづくりということで上げておりますが、何としても、やはりこのＪＲ長崎本線を

守るということが具体的にどうかということはこれからだと思いますが、そこからのまちづ

くりの出発だと思います。

８月の末に県に対しても、はっきりとした期成会、市の態度を述べていただいております

が、県はその後も何が何でも新幹線ありきで、あらゆる手を使って取り組もうとしている、

その様子を私たちも新聞、テレビなどで見ておりますが、きのう、私は西日本新聞のアンケ

ートの結果を見ました。先ほども皆さんにもお配りされておりますので、もう皆さん方もご

らんになっていると思いますが、これを見ますと、県全体で不要だというのが55.7％、必要

は35.3％、そういう結果が出されております。特に、武雄市でも不要が多いと。それから、

嬉野町がある藤津郡でも不要が多いということで、私はもうここまで来て、県も何とかおさ

めてくれるんじゃないかとは思いますがね、何せ政治の世界であります。どうなるかは非常

に心配なところもありますが、この新聞でも、「この結果からは、西九州浮揚のために新幹

線は必要とする県の主張が県民に受け入れられていないことをうかがわせている」というこ

とではっきりと書かれておりますが、私もまさにそのとおりだと思います。

こういうことで、はっきりと県が断念をするまでは油断はできないと思いますが、どうか

いろんな圧力に負けないで、これまでより以上の力を注いで、長崎本線を存続させるために

力を尽くしていただきたいと思います。具体的なまちづくりは、私はそれからじゃないかと

思います。ここで本当に長崎本線が第三セクターになり、廃線の道を進むということになれ

ば、本当にまちづくりどころじゃないと私は思うんですね。そういう面で、まず、まちづく

りの第一歩は、徹底してこの長崎本線を守ることだと考えておりますので、ぜひその点で頑

張っていただきたいということを申し上げたいと思います。

鹿島市議会会議録

－２９－



質問にはならないかもわかりませんが、そういうことで、とりあえず１回目の質問を終わ

りたいと思います。

○議長（小池幸照君）

迎福祉事務所長。

○福祉事務所長（迎 和泉君）

おはようございます。福祉事務所の迎でございます。まず、私の方からは松尾議員の御質

問の中で福祉事務所所管の部分をお答えさせていただきます。

まず、少子化対策の中で乳幼児医療費を就学前まで無料にということについてでございま

すが、先ほど議員もおっしゃられましたが、現在３歳未満までは乳幼児医療費ということで、

保護者の方が 300円を病院の窓口でお支払いいただければ、その残額につきましては県と市

がそれぞれ２分の１を助成するという制度がございます。当然この制度については議員御承

知だと思います。

それから、先ほどおっしゃっていただきましたが、６月議会でも御説明をいたしました。

鹿島市では単独事業として、これは３歳児のみでございますが、３歳児の歯科医療費を助成

する制度を設けております。これは15年度から実施を開始いたしまして、昨年度の実績で

238件、 769千円となっております。

議員御質問の就学前までの無料化につきまして試算をいたしますと、40,000千円から

45,000千円の一般財源がさらに追加になるということで、これも議員の御質問の中にあった

とおりでございます。当然、御質問の内容につきましては、担当部署としても十分理解をし

ておるところでございますが、鹿島市の今の厳しい財政状況の中では大変困難であり、現時

点では実施するという方向までは考えておりません。

ただ、県内８市の市長会という組織がございます。この中でも毎回県知事の方に要望をし

ておるところでございます。これは鹿島市だけということではなく、全体的な共通の要望と

いうことで、就学前まで補助制度の延長をしていただきたいという要望をいたしておるとこ

ろでございます。

また、これは先般、県の担当課長さんとお会いする機会がございまして、ぜひともこの制

度を延長していただきたいということで、直接お願いをしてきたところでございます。

２点目の在宅で重度心身障害児をお持ちの御家族の方に対する介護手当等の支給について

ということでございますが、まず、この部分について国、県の制度もございますので、簡単

に申し上げますと、在宅障害児の保護者に対する手当といたしましては、特別児童扶養手当

というのがございます。これは国の制度でございますが、受給資格といたしましては、身体

や精神に中度以上の障害のある児童、ここで児童と言いますのは20歳未満の方でございます。

この方たちの父、もしくは母、または父母にかわって児童を養育している方と規定をされて

おります。障害の程度によりまして１級と２級がございますが、１級が月額50,900円、２級
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が33,900円の手当が４月、８月、12月の３期に分けまして４カ月分ずつ支給をされていると

ころでございます。鹿島市での対象者につきましては、１級が28名、２級が33名、合計の61

名となっております。

また、重度の障害児につきましては、障害児福祉手当という制度がございます。これは月

額14,430円支給されるものでございます。これは２月、５月、８月、11月に３カ月分ずつ支

給をされます。鹿島市での対象者は11名となっております。

またさらに、鹿島市独自の制度といたしましては、鹿島市重度心身障害者福祉年金の支給

というのがございます。この対象者につきましては、身体障害の１級、２級の方、また療育

手帳のＡを所持している方で、支給額は年額６千円となっております。これらの障害、重複

障害をお持ちの方については年額36千円を支給いたしております。この部分につきましては、

ことし５月に既に支給をいたしておりますが、支給実績といたしましては、障害者、障害児

両方合わせまして 616名の 4,026千円となっております。

それから、先ほど御質問の中でありました重度心身障害者の施設入所に対しましての市の

負担はどうかということでございますが、現在、そういうふうな施設に入所をされている児

童さんが14名いらっしゃいます。この分については、鹿島市の負担はございません。

それから、障害者、成人ですね、成人の施設入所者の方が今25名いらっしゃいますが、こ

の方たちに対する鹿島市での負担実績が昨年度実績で91,710千円となっております。

これら手当等の支給につきましては、まだ十分であるとは言えませんが、在宅での重度障

害者及びその家族の方を側面から支援する体制も進んできております。

実はことしの５月に在宅の障害者、あるいは障害児の方に対して生活支援を総合的に推進

するという目的で、佐賀県南部・西部圏域障害児（者）サービス調整会議というのが設置を

されました。具体的な取り組みといたしましては、在宅での重度障害者及びその御家族の方

からのさまざまな要望とか問題点の提起がございます。これらに迅速に対応し、個々のニー

ズに対するサービスの提供に必要な相談、あるいは調整、解決方法をシステム化すると。そ

ういうことで、関係機関、団体が相互に協力をするということでなっております。

構成機関といたしましては、当鹿島市、武雄市、伊万里市周辺の自治体、それから、県の

障害福祉課、保健所、西部福祉事務所、児童相談所、障害者更生相談所などの県の機関でご

ざいます。それから、各市町の社会福祉協議会、福祉関係の施設、養護学校、療育、生活、

就労等の支援センター、職業安定所、それに一番大事な障害者の父母の会、あるいは育成会

などの代表の方、47の団体で構成をされております。

鹿島市でもこういうふうな緊急性がある部分については積極的に取り組みを行っていこう

ということで、５月末の会の設立後、８件の事案について調査、あるいは聞き取りの実施を

しました。その中で特に緊急性のある４件につきましては、７月のサービス調整会議、これ

は全体会でございますが、ここの会議の中にかけまして検討を行っていただきました。その
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結果、一定の成果があったものというのもございました。ただ、どうしても障害の種類、あ

るいは専門的に医療機関でなければ解決できない案件等もございまして、これらが今後の検

討課題ということになっております。

以上、御質問に対しての答弁とさせていただきます。

○議長（小池幸照君）

福岡商工観光課長。

○商工観光課長（福岡俊剛君）

20番議員の３項目めの質問の中の緊急雇用対策事業にどういうふうな姿勢で取り組んだか

ということでございますけれども、先ほど議員の方から説明がありましたように、いろいろ

な制約がございまして、根本的に雇用をすべて解決するというものではございませんけれど

も、やはり雇用の向上に効果ある事業ということで取り組んでまいりました。特に、平成14

年度以降でございますけれども、全部で14事業のうち約11事業ほどを14年度以降からは３カ

年で一応取り組んでまいったという状況でございます。

それから、二つ目でございますけれども、鹿島市の小規模修繕工事等の契約の状況でござ

いますが、平成16年度は登録業者の方が31社でございます。16年度の実績でございますけれ

ども、鹿島市全体で76件、 5,662,357円の契約をいたしております。

以上でございます。

○議長（小池幸照君）

中橋教育次長。

○教育次長（中橋孝司郎君）

松尾議員の少人数学級についてということでお答えをしたいと思います。

まず御質問は、ことし４月から始まりました少人数学級の取り組みの成果についてという

お尋ねでございます。それから、今後の取り組みについてということでお尋ねをされており

ますので、お答えをしていきたいと思いますが、ことしから始まりましたこの少人数学級に

つきましては、このたび県の方で小学校の低学年、１、２年生を対象に、将来の基盤となる

基本的な生活習慣、学習習慣をしっかり身につけさせる、この生活集団と学習集団を固定し

た学級の小規模化やチームティーチング、ＴＴによるきめ細かな指導のための環境整備を行

うというふうなことが目的で行われております。

これは36人以上の学級について該当するということで、鹿島市内におきましては、七浦小

学校を除く６校が該当をしています。それで、その中でＴＴによる選択をされたところが鹿

島小学校、古枝小学校、各１学級ずつということで、あとの学校は小規模学級を選択され、

古枝小はそちらの方に１学級は選択をされております。

そこで、じゃ成果はということでございますけれども、まだ４月から始まったばかりでご

ざいますので、何分１学期経過したばかりということで、なかなかその成果についての把握
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は正確にはできてはおりません。

そこでまず、選択をした理由という部分でございますが、小規模学級の選択理由というこ

とで、まず、40人学級のうちの39人の学級で個別指導をした場合に非常に数が多いからしに

くいとか、それぞれ作業学習、体験学習などの部分でも安全面とかが非常に難しいとか、そ

れぞれやり方が、２学級合同で授業を行うとか、大集団、小集団の使い分けが今回できると

いうようなことが小規模学級の選択理由でございます。

それから、チームティーチング、ＴＴの選択理由ですけれども、児童の個人差が大きい、

複数の子供については複数の指導者で見ていただきたいと。これは幼稚園なり保育園との年

数回の協議の中でも要望として上がっておりますけれども、就学された当初、子供たちがま

ず学校になれるためにということも含めて、そういうきめ細かい指導をしていただきたいと

いうことで、そういうふうないろいろな理由が上がっております。

それで、今わかっている部分での成果ということで、各学校から幾らか上げていただいて

おりますが、まず、小規模学級を選択された中で、担任が２人おりますけれども、それにプ

ラス先生がつくわけですけれども、そこで、それぞれの情報交換がやりやすくなったという

ふうな成果も上がっています。あとＴＴを選択された場合、ここでは基本的学習の習慣及び

学習の確立を全校挙げて取り組むことができるようになったというふうなことと、あと学級

ごとに今までの経営といいますか、そういう取り組みをしていたのが、学年全体で取り組め

るようになったというふうなことも言われていますが、何分１学期が終わったばっかりでご

ざいますので、これからの部分だというふうに思います。

それから、議員お尋ねの、じゃ今後そういう部分でどうするかということでございますが、

現在のところは県を含めて今の形でしばらく進めていきたいというふうなことを言われてい

ます。これには先生の数がプラス11名となっておりまして、この分を市単独でというのはと

ても難しい部分でございますので、今後も県を含めて取り組みを行っていきたいというふう

に思っています。

○議長（小池幸照君）

小野原教育長。

○教育長（小野原利幸君）

少人数学級の現状と、それから、今の２年生が３年生になった場合ということでの２点で

あったと思いますが、今ありましたように、市内では６校７学年で現在実施をしております。

先ほど次長が触れましたような、いわゆるそれぞれの学級のメリットですね、これが一つの

成果として受けとめているところでございます。

例えば、子供たちからすれば、質問がしやすいとか、あるいは落ちついて先生の話が聞け

るとか、いわゆる先生との距離感というものをより近く感じることで、やはり学習とか、あ

るいは集団への参加という面で、徐々にその基盤づくりというものに効果があっているだろ
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うというふうにとらえております。また、教師の側からすれば、いわゆる小集団のメリット

であります目が行き届く指導といいますか、これがより可能であるという点において、やは

り子供とのかかわる度合いがより濃く、より深くなってきたという面では、その成果である

というふうにとらえております。

先ほどありましたように、今回の取り組みのねらいが将来の基盤となる基本的な生活習慣、

あるいは学習習慣の形成を図るということでありますので、とりわけこの小学校の１年生、

２年生段階ではそのことが一番必要なタイミングだということで導入をされているわけです

ので、徐々にではありますけれども、その効果につながりつつあるというふうに評価をして

おります。したがいまして、これまでの成果が、あるいはそこでの弾みが３年生以上にも生

かされていくものというふうに思っているところでございます。

○議長（小池幸照君）

桑原市長。

○市長（桑原允彦君）

少子化対策の乳幼児医療費を就学前まで無料にの件と長崎本線存続の件について、私の方

からお答えします。

子細にわたっては先ほど課長が申し上げたとおりでありますが、先ほど言いましたように、

市長会、あるいは西部地区開発推進協議会の方から、国、あるいは知事にこの就学前までの

医療費無料化というものは要望をしております。

結論から言いますと、やはり国の制度として、県の制度としてどうかお願いしますと。私

どももその必要性は認めているわけでして、ただ、財源の問題で市単独でできませんので、

どうか県、国に制度化をお願いしますと。だから、方向性は一致しておりますと思っており

ます。

ただ、そのときに知事が言われましたのが、乳幼児医療費を就学前まで無料化するという

ことが少子化対策になるのかという因果関係をはっきり証明したものが全然ないというふう

なことを言われました。私もそう言われればですね その論法に私が陥っているというこ

とじゃないですよ。しかし、そういうのを何かやっぱりうちでも探してみて、もし議員の皆

さんも、いんにゃ、どけじゃいあったばいというふうなことがあれば、やっぱりそれを乗り

越えて県、国に制度化をお願いしていかにゃいかんわけでして、そういう知恵も拝借をして

いきたいというふうに思います。

それから、ここで財政の問題、財政の問題と、このことについても、またほかのことにつ

いてもでありますが、五つ目の新幹線問題にも、この財政の問題でちょっと説明をしてから

の方がいいという項目がありますので、まず説明をさせてください。

ちょっと皆さん、メモに控えていただけませんか。今、国の財政状況が非常にきついとい

うことで、三位一体改革で交付税は実質減らされてきておるわけですね。その実情を言いま
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すと、平成11年度に交付税のピークがございました。このときが 5,425,000千円でした。今

年度 4,378,000千円、つまり平成11年度から言いますと 1,047,000千円交付税が減っている

わけです。来年度から財政基盤強化計画の５カ年計画に行きますが、５年後の平成22年度、

ここでは交付税が 3,574,000千円、つまりピーク時から言いますと 1,851,000千円減るわけ

ですね。この 1,851,000千円、我々地方の一般財源のほとんどを占めているこの交付税が、

54億円あったのが35億円になってしまう、つまり18億円減ると。18億円減るということは、

一般財源で18億円減るわけですので、事業費ベースに直しますと、これに補助金がつきます。

５割補助としますと、この倍、三十六、七億円の事業ができなくなるということなんです。

そういう前提で財政基盤強化計画をやっているんですね。

しかも、合併しなかった場合はこれで終わりですが、合併したところは、さらに合併した

ら規模が大きくなりますね。その分、交付税率下がりますね。その分が今から10年後ぐらい

から15年後ぐらいまでにさらに下がっていくと。合併しなかったところは交付税はこのまま

です。そうでしょう。もともと下がるんです。合併したら交付税は率が下がります。それを

10年から15年猶予しますということでしょう。交付税だけとらえれば、そういうことになっ

ていくわけですね。しかも、ピーク時から平成22年度 1,850,000千円下がりますが、これに

加えて社会保障費、医療とか福祉、民生費ですね、こういうのは現実に今アップしておりま

すし、これはアップが続きます。これは国の制度がずっとアップしますし、また、少子・高

齢化が進んでいきますと必然的にこの分野がアップしていきます。この18億円にプラスアッ

プして20数億円の財源不足と、こういうことになっていくわけですね。したがいまして、市

単独では、この乳幼児医療費についてもできませんので、どうか国、県の制度として取り上

げてくださいというお願いをしているということです。

さらに、この財源問題を基礎にして新幹線問題にちょっと触れますが、この財源問題の引

き続きはいいですね。県が振興策をいろいろ言っていただいております。皆さん方はよく御

存じだと思いますが、予算書、決算書を見ていただきますと、国の事業、県の事業でもほと

んど市の持ち出しがありますね。補助裏ですね。国道整備費なんかは余りしなくて済みます

が、例えば、農業振興、漁業振興、林業振興、商工振興、こういうものについては、ほとん

ど補助金、補助制度ですので、市の持ち出しがあります。そうしますと、幾ら振興策と今か

ら言っていただいても、今やっている事業を減らさんのが精いっぱいなんです。今、財政問

題を言ったでしょう。これに幾ら県事業を入れられても対応できないんです。これに新しく

県が振興策として言っていただくものをやろうとすれば、今やっているものを削って、その

市のお金を回さにゃいかん、こういう財政構造になっているわけですね。ですから、財政と

突き合わせた振興策というのでないと、しかも、極端に言いますと、市が手出しをしなくて

いい振興策について我々は峻別をすると、こういうことになっていくわけであります。

それから、御質問のＪＲ長崎本線を今のまま存続させた今後のまちづくりと。確かにそう
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です。今までもＪＲの肥前鹿島駅があるという前提のもとで、まちづくりを全部設計して実

行しよるですね。これはスカイロードでもそうです。さくら通りでもそうです。中心商店

街、中心市街地の活性化対策事業でもそうでしょう。ＪＲ肥前鹿島駅がそこにあるというこ

とを前提に全部まちづくりはやっているんです。これがＪＲの駅がなくなるということにな

ると、今までのまちづくりが何やったのか。こういう大きな影響があるわけでありまして、

何回か申し上げておりますが、今、第４次総合計画の後半部分の改良版、改定版を出さなけ

ればいけませんが、やはりＪＲの肥前鹿島駅があそこにあると、今のまま存続をするという、

これを中心にした、前提にしたまちづくりの振興策になっていこうかというふうに思ってお

ります。

それから、この振興策についてでありますが、鹿島の市民会議ともいろいろ協議をしてお

りますが、皆さん一致しているのは、さんざん県の方からこの地域の振興がおくれていると。

確かにそうでしょう、高速道路から離れていますからね、企業誘致等もままならぬ。そうし

ますと、まず他地域並みにしてもらわんことにはいかんわけです。これを他地域並みにする

から新幹線の経営分離と交換条件にしろ、これはまかりならんということで、私たちは新幹

線の経営分離問題とは切り離して、今後、もし県との協議をしたいと、そういう場にあれば、

そういうことで臨んでいくと、こういうことを申し上げておきたいと思います。

それから、昨日の西日本新聞、ここに皆さん方にありますように、鹿島市内では新幹線長

崎ルートは不要だという人が72％、あとはどちらとも言えないと必要だという人でしょうか

ら、そのあたりの割合がどういうことか。しかし、いずれにしましても、一つの政策につい

て72％がノーと言っているというのは、これは非常にドラスチックな住民の意思でありまし

て、このことは私たちの根底に置かにゃいかんと思いますし、県にしましても、全体でも必

要と不必要のポイント数の差が20ポイント以上あるわけですよ。しかも、県内８市それぞれ

不必要が多いと。しかも、武雄市でもそうですね。 4.7ポイント不必要が上回っておる。嬉

野町でもそうですよ。これは、けさホームページで検索したものを、西日本新聞の記事をち

ょっと取り寄せようと思っておりましたが、ここにありますのは、必要と不必要が拮抗して

いると。若干不必要が 0.4ポイント高いということでありますが、佐世保市、諫早市、ある

いは長崎市でも必要ないが必要を上回ったと書いてあるんですね。こういう今回のプロジェ

クトの本質なんです。これをまず我々はちゃんと見据えながら今後の対応、私たちはもちろ

ん経営分離に賛成できるわけはありませんので、こういうものをやっていかにゃいかんとい

うふうに思っております。

○議長（小池幸照君）

20番松尾征子君。

○20番（松尾征子君）

乳幼児の医療費無料制度の件ですが、今、県や国への要求をお願いしているということで
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すが、先ほど市長の方から、知事の発言で無料化をすることが少子化の対策になるのかと。

私はこれまで進んだ自治体の例を取り上げながら、その少子化の対策が進んだという事例を

何度もここで訴えたと思います。市長もお聞きになったんじゃないかと思いますが、新幹線

で頭がいっぱいでしたか。その辺は既にいろんなところで出ているんですよ。

やっぱり先ほど私が冒頭に申し上げましたように、佐賀新聞にも書かれておりましたし、

私自身も常に申し上げておりますように、今、少子化対策を取り組むに当たっては、やはり

金をかけないと根本的な対策はできないということだと私は思います。考えてみたら、例え

ば、 2,000億円以上の長崎新幹線、県の財源をつぎ込むことになるわけですが、そういうむ

だなものをしないと子供たちの対策にもなると思いますが、私は今の知事の発言を聞いて、

今回の何ですか、諫干の裁判問題で実際に因果関係を認めてはいるような発言をしながら、

一方では確固とした証拠がないということで、その証拠を漁民側に求めたというのがありま

したが、全く私は変わらんなというような感じで今のを聞きましたけどですね。

だから、私は思いますが、確かにこれから財政再建計画が立てられて取り組んでいかれる

わけですが、私は今回市長の方から出されている計画案を見るときに、やっぱり大体一律に

この枠内で財政をつくっていかんといかんということでやられている気がしますが、私は今、

やっぱり思い切って何をね、極端に言えば、なくしてしまう分も、しなくちゃいけない分も

あると思いますが、何を大幅に削って何に金をつぎ込むかということだと思います。そうい

う面では、ここまで大きな社会問題となっている少子化対策に対して、やっぱり思い切った

金をかけてくるということは大事じゃないかと思うんですよ。例えば、乳幼児医療費無料制

度は市が単独ですれば40,000千円から45,000千円、先ほど申し上げましたが、例えば、ゼロ

歳児の保育料を無料にするのには10,000千円要らないんですよ、 7,000千円から 8,000千円。

これは執行部から出された回答ですからね。さらには、この前の佐賀新聞でも、今度の選挙

で何を望みますかというようなことで鹿島市の人が、今子供が２人いるんだけど、もう１人

欲しいんだけど、出産費用のことを考えると産めないんだと、つくれないんだと切実な願い

が書かれておりましたけれども、そのために例えば、出産準備金として丸々ではない、少し

でもお役に立つようにと50千円の支給ということになれば、15,000千円あればできるという

わけですよね。

そういう面で、私はぜひ市長に、この財政再建については再建のためのいろんな協議会で

検討されると思いますが、例えば、新幹線の問題については市長はオープンで論議をすると

ころを見せていただいて、本当に多くの人たちにその様子を見ていただいた。まさにその協

議に参加をしてきたと思いますが、このような問題もぜひそういう形で市民に問いかけなが

ら、財政再建をどうしていくかという取り組みをしていただくことが今大事じゃないかなと。

そのことによって、本当にどこにお金をつぎ込まなくてはいけないのか、どこがまだむだな

のか むだはないと思います、ここまで締めていますからね。しかし、ちょっとそれは我
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慢できる分もあるというようなこともあると思いますので、そういう形で、これからの市の

運営、財政の運営については、まさに新幹線の協議の中で取り組んでいったような、そうい

う形での取り組みを私はぜひしてもらいたいと思いますが、いかがでございましょうか。

それから、重度障害者の問題ですが、今いろいろと制度のことをおっしゃいましたね。た

だ、やっぱりそういう中で、今、御家庭では非常に大変な状況にあられるということなんで

す。私も何件かのお宅を見させていただいておりますが、本当にいつ発作が起きるかわから

ない、いつ大変な事態になるかわからないというような中で、その看病に当たっている人は

本当に夜も寝られないというような状況の中で生活されているんですよ。もう既に御存じだ

と思いますがね。やっぱりそういう人たちが本当に少しでも安心して生活できるような、少

しでもお手伝いをするという立場に立つ、このことは私は大事だと思うんですよね。それは

病院に入れていっちょくぎ、楽じゃなかろうかと言う人もいらっしゃいます。しかし、そう

じゃないと思います。同じ家族が同じ屋根の下で一緒に介護をしよう、看護をしよう、そう

いう気持ちで必死で取り組まれているんですよ。そういう人たちに対して少しでもやっぱり

援助をするというのは、これは当然行政の責任だと思うわけです。ことごとく、今お金があ

りませんから、お金がありませんから、何でもそうでは、私たちはどうすればいいんですか。

生活していかなくちゃいけないんですよ。息がつけなくなるんですよ。そういう状況がある

んですよね。

今、本当に私は驚きましたが、そういう人たちが緊急の場合、病院に短期間入院しても、

じゃ、病院に入院したときぐらい眠ったらいいじゃないですか、休んだらいいじゃないです

かと言ったら、今は病院は肝心なところの治療といいますか、対応は家族にさせるそうです

ね。一緒にお聞きしましたよね、御存じだと思いますがね。本当に私はびっくりしました。

何のために病院にかつぎ込んだのかわからないというような状況が、今の病院の体制が大き

く変わったことで行われているということですよ。だから、介護をされている御家族の人が

休むところはないんですよ。さっき言ったように、じゃ、ヘルパーを雇ったらということに

なりますが、ヘルパーを雇うにしてもお金もかかります。そして、こういう御家庭、そうい

う子供たちに対しては専門的な知識がないとできないですね。そういう事態なんですよ。だ

から、そこのところで、やっぱりできるじゃなくて、でかさなくちゃいけない。やれないじ

ゃなくて、こういうことは無理してもやらなくてはいけない、私はそう思いますが、その点

でどうなのかですね。

先ほど５月から地域支援のための調整会議ができたということで、いろいろありますが、

まさに少子化対策と同じで、精神的ないろんな援助はできるかもわかりませんが、根本は財

政の問題ですよね、根本は。財政的にどう支援をやっていくかということが一番大事なこと

だと思いますが、その点について、もう一遍お答えをいただきたいと思います。

それから、雇用対策の面ですが、今、16年度31社の契約だということですが、そして、76
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件の 560千円の実績ということですが、もう一遍お尋ねしますが、そういう小規模の事業、

大体16年度で何件ぐらい。すべてがこれじゃないと思います。ほかに発注をされた分もある

と思いますが、その点がどれくらいなのか。そして、31社ぐらいということですが、もっと

この登録制度があることを宣伝して進めていけば、私はもっとこれに登録していただくとい

う方がたくさんあると思うんですよ。そういう面ではなかなか十分な 最初は取り組みが

されたと思いますが、今、私はその宣伝といいますか、推進のためが十分じゃないと思うん

ですよ。だから、私はもっとこの件については徹底的にこういう制度がありますよというこ

とをすると同時に、そういう人たちに対して少しでも仕事が行くように対応をすべきだと思

いますが、その点についてはいかがなんでしょうか。もうこのくらいしかないのか。そうじ

ゃないと思いますよね。左官さんにしたって、いろんな人がいらっしゃいますが、その辺に

ついて、もう一度お答えください。

それともう１点、先ほど私がちょっと言い忘れておりましたが、国の方でも、この事業の

必要性というのは、ことしの交渉の中でやっぱり明らかにしてくれました。本当に昨年は腹

立たしい思いをしたんですよ。やりません、それだけでしたよ。ところが、ことしはそうじ

ゃなかったんですね。ということは、やっぱり全国からの要請が上がってきている結果だと

思います。そういうことですから、ぜひ鹿島市としても関係機関に再度の事業の継続を要求

していただきたいと思いますが、そのことについてはいかがでございましょうか。

それから、少人数学級の問題です。

課長がなかなか成果については把握できていないということですね。しかし、一緒に回り

ましたよね。教育長の方から御答弁いただきましたですが、例えば、たまたま学校視察のと

きに校長会があっておりまして、私も質問しましたら、校長先生の方からそれぞれそれなり

の成果を御報告していただいたんですよね。それから、私は現場の先生にもお尋ねをしまし

たが、先ほど教育長が、質問がしやすくなったとか、落ちついて聞けるようになったとか、

先生との距離感がよくなったと。非常にそこのところだと思うんですよね。それと同時に、

先生方からお聞きしたのでは、例えば、はしの持ち方からの指導まで十分にできるようにな

ったというようなことも聞きました。だから、そのときもまだ短期間で十分ではありません

がと言いながら、そういういい成果が出ているということを私は評価をしたいと思います

が、そういう面で、先ほどの答弁で、これからのことが大事だと思いますが、例えば、１年

生は２年生になるわけですから、２年生はそのまま小規模学級でいくんだと思いますが、

２年生が今まで小規模だったのが、制度が変わっていかないと、もとの制度に戻っていく

のかどうか。そういうことになると、せっかく子供たちがいい条件のもとで学習なり学校生

活ができているのに、その辺でまた大きく変わっていく。子供たちはそんな簡単に、１年間

で身についたから、じゃ、そのままいくんだということじゃないと思いますが、そういう面

では、とりあえずは何としても３年生だけでも今の体制をとることが私は大事だと思います
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が、この辺について、県の制度としてまだそういう対応をするということ自体は私も聞いて

おりませんが、その辺の動きが県としてはどうなのか。じゃ、そうじゃないとすれば、市と

して、市の教育委員会としてどうお考えなのか、その点についてお答えをいただきたいと思

います。

ＪＲの問題については、本当にこの新聞記事というのは私たちにとって非常に大きな力を

与えてくれたと思います。それと、やっぱり一つでも反対があれば着工できない。しかし、

それは政治的やけん、やられるくさんと言う人もおりますが、しかし、国の答弁ですから、

そこのところは私たちが確信を持って進んでいいと思います。そういう面では、まだまだい

ろんなことはあるかもわかりませんが、ぜひ最後まで私たちも含めて頑張っていきたいと思

います。

財源的な問題でいろいろ申されましたけれども、それはまた別の機会でやっていかなくち

ゃいけないんじゃないかと思います。特に、すべての問題でそうですが、必要性を認めなが

ら財政がこうだからと、そういうことで今私たち市民の要求が追いやられているということ

は私たちはどうしても納得いかないと思います。

それから、新幹線の問題で、このようなアンケートの結果も出ているし、いろんな形での

協議もし、その成果についても十分でないということがわかったにもかかわらず、何でここ

まで強行に持っていかなくてはいけないかと。私は別の角度から調べました。これは諫早干

拓事業もそうですが、すべての大型事業にかかわって、まさにここに悪の根源と言っていい

と思いますが、あるんじゃないかと思いましたのは、ここに私は九州の公共事業受注企業か

らの自民党議員への献金の実績を今持っています。特に今いろいろと、さらにまた社会問題

となってきています諫早干拓問題ですね、これは九州選出国会議員の６名の自民党議員に

144,230千円が献金としてやられているんですよ。それから、私はまさかと思って新幹線も

調べてもらいました。九州新幹線については、８人の自民党の国会議員に対して、何と諫早

干拓以上の 505,380千円の政治献金が行っているんですよ。これは1995年から2001年の間で

す。諫干もどっちもですね。さらには川辺川ダムとかいろいろもありますが、そういうこと

で、本当に地域住民の声を無視してまで、何でここまでしなくちゃいけないかという根源が

私はここにあると思うんですよ。こういう大型公共事業に関する政治献金については、国会

でも本当に何度も指摘がされてきたのは事実ですが、私たちの足元の目の前にここまでのこ

とがなされている。本当もらった人は、いんにゃと言えんでしょうね。そうでしょう、だれ

でもそういうことになると思いますがね。しかし、私たちの世論というのは、そういうのに

は負けないと思います。何としても最後の日の目を見るまで、市長はもちろんですが、私た

ち市民が頑張らなくてはいけないと思います。

それはそれとして、先ほどから申しておりますが、財政がこうだからということではな

く、やっぱりぜひ子供たちの医療費の無料制度、それから、先ほどから言っております重度
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障害児の問題についても、何とかですよ、私は大変だということはわかります。しかし、や

ってもらわないと、冒頭言いましたように、死んだ人の方が多くなってきているわけですか

らね。残念ながら私が鹿島市の実態を調べてきませんでしたので、鹿島市の状況については

言えませんが、もしわかっておったら言ってもらったらいいと思いますが、そういうことで

す。

そして、繰り返しますが、その制度をつくることによって、少子化対策はもちろんですが、

地域経済の発展にも大きな貢献をしたということは、これまでの先進地での実績で明らかに

なっております。きょう私は手元に持ってきておりません。必要ならその資料はいつでもお

出ししますが、もう一度その点についてお答えをいただきたいと思います。特に、雇用対策

はお願いしますね。

○議長（小池幸照君）

山本産業部長。

○産業部長（山本克樹君）

松尾議員の質問とちょっと逆になるかもわかりませんけれども、まず、雇用対策の方から

申し上げさせてください。

先ほどの16年度の小規模の実績ですけど、 560千円じゃなくて、 5,660千円という実績が

出ています。（「ああ、ごめんなさい」と呼ぶ者あり）登録数は31社でございます。これが

17年度は37社の登録社にふえています。ですから、おっしゃっていただきましたように、も

っと力を入れてＰＲをしていけということですから、そうしたいと思います。各部の方でも

やはり発注しているようでございます。各部にわたっているようでございますから、連携し

て、これはもっとＰＲを強めていきたいと思います。実際は企画課の方が窓口になっていま

すけれども、お互い各課各部連携をしていきたいと思います。

それから、国に行かれて、緊急雇用の部分の必要性はわかっているけれども、非常に厳し

いとおっしゃったと。我々としても、やはり緊急雇用対策のような、こういった直接的な効

果として地域に活力が出てくるような事業というのは、当然ながら機会あるごとに働きかけ

ていきたいというふうに思っております。

これは今、松尾議員も７月に国に行かれたことを発表していただきましたけれども、やっ

ぱりそういったことが影響していると思います。というのは、厚生労働省の雇用対策という

事業がさま変わりして、今回また新たに出てきています。これは地域雇用創造支援事業とい

って、ソフトをまぜたような、そういう事業です。それから、先日の新聞には、Ｕターン者

が創業をすれば、設立費用などを最高 3,000千円補助するという制度も今度の概算要求に盛

り込まれているようでございます。やはり常々御努力いただいている成果がこういう形で出

てきているのではないかというふうに思っております。

だから、いつも指摘をいただいていますけど、使える制度は精いっぱい使っていくという

鹿島市議会会議録

－４１－



ふうな心構えで、今後我々も取り組んでいきたいというふうに思っております。

以上でございます。

○議長（小池幸照君）

迎福祉事務所長。

○福祉事務所長（迎 和泉君）

松尾議員の２回目の御質問にお答えをしたいと思いますが、重度心身障害児をお持ちの家

庭に対する援助ということで、先ほど資金的なものを申されましたが、市としてはなかなか

難しいという状況でございます。ただ、実は先ほどおっしゃられた件では、例えばというこ

とで申し上げますが、電気料、この辺の中で九電さんとのお話をできるような機会、こうい

う形では直接的に市の方の助成ということではございませんが、そういうふうなこと、特に、

機械のために一日じゅう電気をつけておられるといいますか、ですから、非常電源の装置の

問題とか、その辺については一緒に相談に乗らせていただいて申し上げたところでございま

す。

それから、病院の看護の問題もおっしゃられましたが、この分についても実はその病院の

方に県からも少しお話をしていただいて、若干その辺の看護に関しての改善といいますか、

そういうふうなことは進んでおります。

それから、これが一番大きなところでございますが、福祉事務所としては、今、身障関

係 身障ばかりではありませんが、知的障害、精神障害、いろいろな方がたくさんいらっ

しゃいます。今うちの方で心がけておりますところは、待ちで、うちの方においでいただい

て相談を受けるという形じゃなく、やっぱり在宅でどうしても動けない方がいらっしゃいま

すので、こちらの方から訪問をして相談をするようにということで、昨今はそういう方針に

変えて進めさせていただいています。

以上でございます。

○議長（小池幸照君）

桑原市長。

○市長（桑原允彦君）

少子化対策の件で知事云々ということを私が申し上げましたが、知事が少子化対策をやら

ない、あるいはこういう乳幼児医療費の無料化をやらないと、そういう趣旨で言われたんじ

ゃないというふうに私は理解しております。ただ、解釈をいたしますと、産んだ結果、こう

いう制度があれば助かる、これはもうだれが見てもそうですよね。ただ、こういう制度があ

るからもう１人産もうというふうになったのかどうかという実証的なデータがないですねと

いうことを言われた。そういえばそうかなと。何かこういうものにも突き破るものがあった

ら、もっと我々がお願いしていく上で力強いものになるのかもしれないというふうな意味で

私は申し上げたということであります。
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それから、財政再建の中でも、こういうものは大切にしていただきたいということであり

ますが、個々については触れませんが、財政再建の計画は、ほかの分野は軒並みダウンです。

ただ、この福祉関係、こういうものについては全体枠で言えばアップさせます。そういう中

でどうかということですから、個々はできないものもあるでしょうが、決して私が全否定を

しているということではございません。

それから、今回の新幹線のアンケートについて、私たちは県や国との関係もありますので、

新幹線が不必要と余り公式の場では言うまいというふうなことで配慮をしておりますが、い

みじくも県民自体が新幹線の必要性について結果を出してくれたわけですので、そういう意

味では私たちにとっても力強いものだというふうに思っております。

○議長（小池幸照君）

小野原教育長。時間がありませんので、簡明にお願いいたします。

○教育長（小野原利幸君）

少人数学級について、２年生が３年生になった場合、つなぎがうまくいくか、あるいはせ

めて３年生だけでもどうかということだと思いますけれども、県の方には拡大するような計

画はないようであります。

このことは国の方でも相応の動きがなされておりますが、御承知かと思いますけれども、

財政負担が莫大ということで、結局のところ見送られておりまして、平たく言えば県とか市

町村で何とかせろということかと思います。となりますと、もう財源等から言いまして、と

てもとてもという事情がございまして、この財源の問題はいかんともしがたいという究極の

私たちの悩みでもあります。

これはどこの市町村も事情は同じでありますけれども、じゃ、当市としてどうするかとい

うことになろうかと思いますが、やはり現状の低学年の取り組みをやはりもう少し工夫をし

ていきたい、強化をしていきたい、このことが大事だろうと思います。その上で、ここで培

われた素地がやはり中・高学年についてもずっと生きていくような、これはしっかり土台を

つくる必要があろうと。幸い当市ではかなり前から、小学校３年生以上のすべての学年で必

要に応じて積極的に複数の先生による指導を実施してきておりますので、その辺の実践を今

後に生かしていきたいし、現在の制度の中で最大の教育効果を上げる努力を当然のことなが

ら続けていきたいというふうに思っております。

以上です。

○議長（小池幸照君）

20番松尾征子君。

○20番（松尾征子君）

時間がないそうですので、簡単に申し上げますが、すべてにおいて、何度も申し上げてお

りますが、これからの施策で金をどこにかけるかということ、もちろん十分お考えいただい
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ていると思いますが、そこのところをやっぱり取り組んでいただきたい。

それから、まちづくりの問題ですが、例えば、どういうふうな道をつくるか何か、それも

まちづくりでしょうが、これからのまちづくりというのは制度的な問題を中心にしたまちづ

くりということも十分に考えてやっていくということが大事ではないかと私は思います。こ

のことを申し上げます。

それから、今の少人数学級については、大変だと思いますが、せっかく１、２年生でそう

いう形でいい方向が出ておりますので、もし県がやらないとしても、鹿島市で何とかしても

らいたい。特にこういうのこそ、例えば、緊急雇用事業などがあれば、そういうのでの採用

なんていうのもできると思うんですよね。そういういろんな方法があると思いますので、ぜ

ひいいことはさらに進めるという、すべて金ですけど、そういうことは言っておられません。

よろしくお願いして、終わりたいと思います。

○議長（小池幸照君）

以上で20番議員の質問を終わります。

次に、５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）

５番議員の橋爪でございます。通告に従いまして一般質問をいたしますので、ひとつよろ

しくお願い申し上げます。

本日は農業の振興について一問一答式で質問をいたしますので、よろしくお願いします。

まず、食料・農業・農村基本計画の取り組みについてお伺いをしたいと思います。

新しい食料・農業・農村基本計画がことしの３月25日に閣議決定されましたが、今回の基

本計画によって、新基本法の理念に沿った政策体系の枠組みがほぼ整うんではないかという

ふうに考えております。

基本理念とは、一つが食料の安定供給の確保、二つ目が多面的機能の発揮、三つ目が農業

の持続的発展、四つ目が農村の振興というふうになっているようでございます。また、改革

に当たっての基本的な視点といたしまして、効果的、効率的でわかりやすい政策体系の構築、

消費者の視点の施策への反映、農業者や地域の主体性と創意工夫の発揮の促進、環境保全を

重視した施策の展開、農業・農村における新たな動きを踏まえた攻めの農政の展開など、新

たな施策を構築すると言われています。

そこで、お伺いをいたしますけれども、新しい食料・農業・農村基本計画はどのように見

直されたのかをお伺いいたします。

○議長（小池幸照君）

山本産業部長。

○産業部長（山本克樹君）

橋爪議員にお答えをいたします。
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今回改正されました食料・農業・農村基本計画のいわゆるポイントということでお答えを

申し上げたいと思います。

そもそもこの基本計画といいますのは、平成11年７月に施行された、いわゆる農業政策の

憲法とも言われる食料・農業・農村基本法、これを受けての平成12年からの基本計画がずっ

と策定されたと。５年たって今回見直しをされたというふうなことです。したがいまして、

基本法の精神は踏襲しながらの改正ですので、前回計画から基本的に大きく変わったという

ことではありませんけれども、ただ、近年、農村地域の高齢化の問題とか耕作放棄地の増加

の問題、それから食と農の一体化という課題、さらに国際情勢、そういったもろもろが絡ん

できまして、いわゆる農政の改革、転換を急ぐ必要があるということから、さらに今回の計

画で充実が図られたと、そういうことが言えるというふうに思います。

それでは、今回の基本計画のポイントを幾つか申し上げてみたいと思います。

一つ目は、品目別の価格・経営安定政策、そこから、品目に関係なく、過去の一定期間の

作付面積に基づいて補助金の支払い額を算定する品目横断的政策、この導入だと思います。

これは現在の農業構造を担い手中心の農業構造に変革して、国際競争にも耐え得る強硬な農

業経営の基盤を構築すると、そういうふうなことが目的としてあるようでございまして、19

年度から取り組みが始まります。

二つ目は、農地や農業用水等の資源の保全のための政策です。これは農村地域における高

齢化、それから過疎化の進行、そういうふうなことで、耕作利用率の低下、耕作放棄地の増

加で適正な管理、維持に支障を来たしているということがあって、これは仕組みをつくって

保全をしていこうと、これが二つ目でございます。

三つ目は、望ましい農業構造、望ましい土地利用を実現するための担い手農地制度の改革

です。これは担い手への支援の集中化を図ることやリース方式による株式会社等の農業への

算入、これを推進していくと、そういうふうなことが三つ目としてあると思います。

そして、食料自給率の問題があります。前の計画での自給率向上に向けた取り組みが十分

な成果を上げていないと、そういった反省を踏まえまして、カロリーベースの目標設定を基

本にしながらも生産額ベースの食料自給率についても新たに目標化したということです。こ

れは後ほど一問一答の中で詳しく申し上げると思います。

以上、ポイントのみ申し上げましたけれども、ただ、現段階でまだ確定していないのが肝

心の担い手の定義でございます。対象を絞り込もうとする、いわゆる国と生産者側とのギャ

ップがあるようでございます。近いうちに方針が示されるのではないかというふうに考えて

おります。

以上でございます。

○議長（小池幸照君）

５番橋爪敏君。

鹿島市議会会議録

－４５－



○５番（橋爪 敏君）

それでは最初に、食料の自給率向上対策についてお伺いをいたしますけれども、平成12年

度に作成されました前基本計画では、平成22年度にはカロリーベースで45％に設定をされて

おりましたけれども、平成10年度から平成16年度までの７年間は食料自給率は40％というこ

とで、ずっと横ばいで推移をしてきたところでございます。

ことし３月に策定されました食料自給率の目標は、現在40％のものを平成27年度にはカロ

リーベースで45％、将来は50％を目指すと、こういうことになっております。また、今回か

らは生産額の目標も設定いたしまして、現在70％の自給率を平成27年度には75％に設定をす

るということになっておりますが、なぜ今回から生産額の目標が導入されたのかお伺いをい

たします。

○議長（小池幸照君）

平石農林水産課長。

○農林水産課長（平石和弘君）

私の方から、これまでのカロリーベースに加えて生産額ベースの食料自給率の目標設定が

なされた理由についてということでの御質問にお答えをいたします。

この理由につきましては、二つあるようでございます。

一つは、農業経営者の立場から申し上げますと、カロリーベースの自給率を上げるために

生産をしているというわけではなくて、やはり経済的利益を得るために生産しておると。そ

ういうことからいたしますと、農業経営者の営農目標の成果が率直に反映される手法が望ま

れたというのが第１点であります。

それから、二つ目が比較的低カロリーである野菜、それから果実、そういったものにつき

ましては、相当の高い割合で国内生産をされておるわけですけれども、畜産飼料の多くを輸

入に依存しているためにカロリーベースの指数全体が落ちていると、そういうことで、日本

の農産物の高い付加価値が反映されていないんじゃないかという問題があって、今回加えて

生産額ベースの自給率を設定されたと、こういうふうに聞いております。

以上でございます。

○議長（小池幸照君）

５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）

自給率の低下の主な原因は、生産面では農業従事者の減少や高齢化などがあると思います

が、一方、消費面では戦後の食生活の洋風化等が一因じゃなかろうかと、こういうふうに考

えております。

今後、鹿島市におきましても、生産面におきまして自給率を高める対策というのをどのよ

うに考えておられますか、できるだけ簡潔にひとつ答弁もお願いしたいと思います。
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○議長（小池幸照君）

平石農林水産課長。

○農林水産課長（平石和弘君）

自給率の向上ということになりますけれども、このことにつきましては、身近に市として

言えますことは地産地消の推進ということではなかろうかと考えるところでございます。

現状につきましては、農産物の直売所、あるいは学校給食への地域の食材の使用など、こ

ういったものの取り組みをいたしているところでございます。現在、直売所が10カ所、うち

加工所併設が４カ所ございまして、加工グループにつきましては、そのほかにも五つのグル

ープがございます。学校給食につきましては、平成15年度、16年度と２カ年度にわたりまし

て、小学校給食に県内産を使用するという取り組みを行ったところでございます。

以上でございます。

○議長（小池幸照君）

５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）

国では施策を確実に進めていくために工程管理というのが今回から導入をされております

けれども、これは実施状況を毎年チェックしながら行動計画に反映させるということやなか

ろうかと思います。そういうことで、この工程管理については、市ではどのように取り組む

考えかお伺いをいたします。

○議長（小池幸照君）

平石農林水産課長。

○農林水産課長（平石和弘君）

工程管理についてお答えいたします。

自給率の向上のために、今回、行政だけではなくて、農業者、農業団体、食品産業、消費

者、こういった関係者が適切な役割分担のもとに主体的に取り組むことが必要とされており

まして、このために的確な手法等をあらわした工程管理が重要視をされておるようでござい

ます。現在、国、県レベルで関係者による協議会設立の事前準備がなされている段階でござ

います。こういった動きを見ながら対応をしていくという考えでございます。

○議長（小池幸照君）

５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）

次には、食育の推進についてお伺いをいたします。

このことについては３月議会でも質問をしたと思いますので、答弁もできるだけ簡潔にひ

とつお願いしたいと思います。

食育の国民運動で、乱れた食生活の改善を目指す食育基本法がことしの７月15日に施行さ
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れましたけれども、その内容はどういうものであるか、ポイントだけお伺いしたいと思いま

す。

○議長（小池幸照君）

坂本市民部長。

○市民部長（坂本博昭君）

５番橋爪議員の食育の推進についてお答えをいたします。

食育基本法の内容について簡単にということでございますが、この食育基本法は、ことし

の６月17日に公布をされ、７月15日から施行をされました。その第１条の目的では、国民が

健全な心身を培い、豊かな人間性をはぐくむ食育を推進するため、その施策を総合的かつ計

画的に推進すること等を目的とするということが規定されておりまして、その推進について

は、国、地方公共団体、教育関係者、農林漁業関係者、食品関係事業者、国民等の責務を定

めてあります。また、国においては食育推進会議を設置し、食育推進基本計画を策定するこ

ととされておりまして、県、市においても推進会議を置くことができ、市町村食育推進基本

計画についても策定するよう努めるというふうなことで規定をされております。

以上です。

○議長（小池幸照君）

５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）

ただいまの食育推進基本計画をつくるということになっているということでございますが、

それはどういう内容なのかお伺いをいたします。

○議長（小池幸照君）

坂本市民部長。

○市民部長（坂本博昭君）

基本計画の内容についてでございますけれども、この食育推進基本計画には、まず一つ目

に、食育の推進に関する施策についての基本方針、二つ目に、食育の推進の目標に関する事

項、三つ目に、国民等の行う自発的な食育推進活動等の総合的な促進に関する事項、四つ目

に、食育の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため必要な事項、この４項目に

ついて定めることとされております。

以上です。

○議長（小池幸照君）

５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）

次に、健康的な食べ方を示す食生活指針をわかりやすくした食事バランスガイドというも

のもことし策定をされておりますが、今後どのようにこれを活用されていくのかお伺いをい
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たします。

○議長（小池幸照君）

坂本市民部長。

○市民部長（坂本博昭君）

食事バランスガイドの内容とその活用ということでございますが、この食事バランスガイ

ドと申しますと、既に皆さん御存じと思いますけれども、食生活推進を具体的な行動に結び

つけるために望ましい食事の組み合わせをおおよその量をわかりやすくイラストで示したも

のと。これには主食、主菜、副菜、牛乳、乳製品、果物、この五つの区分の食品をバランス

よく摂取する目安を逆三角形のイラストで表現されております。

その活用方法につきましては、それぞれ自分のライフスタイルに見合った５区分の料理を

適量範囲を考えて嗜好に合った食事を組み立てるもので、カロリーや栄養の面からその人に

合った料理をつくるときの参考とするものでして、この取り組みを進めることによってバラ

ンスのとれた食生活を実現し、市民の健康づくり、生活習慣病の予防、食料自給率の向上に

寄与することが期待されております。

具体的な活用につきましては、食育推進の観点からもこの食事バランスガイドの広報紙等

での広く住民への情報提供やそれに食生活改善推進委員会の活動を通じた活用についても考

えられているところでございます。

以上です。

○議長（小池幸照君）

５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）

食育基本法につきましては７月15日から施行されたわけでございますが、今後、鹿島市内

におきましては食育の推進をどのように考えておられるのかお伺いして、食育については終

わりたいと思いますが。

○議長（小池幸照君）

坂本市民部長。

○市民部長（坂本博昭君）

食育推進についての当市の対応はということでございますが、現在、県では食育推進計画

策定のための食育推進会議の委員を募集中でございます。今後、鹿島市においても推進会議

を設置して基本計画の作成に取り組むということでございますが、それとともに、農政部門

及び教育部門等の関係所課とも連携をして、食育推進のための施策を行わなければならない

と考えております。

以上です。

○議長（小池幸照君）
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５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）

続きまして、先ほど若干説明をいただきましたけれども、地産地消の推進についてお伺い

をいたします。

この地産地消の取り組みについては、農産物の直売所、あるいは学校給食とか、あるいは

また食品会社等との提携等があると、先ほどもちょっと説明をいただいたわけですが、全国

の農産物の直売所は、これは農水省が昨年11月に調査したものを見ますと、市町村やＪＡ、

第三セクター運営の直売所が全国で 2,982カ所ということになっておるようです。これをま

た農家の運営等も含めますと、既に１万カ所を超すと、こういうことが言われております。

これは昨年５月に調査をされたのを見ますと県内でも 152カ所ということで、それからま

た、学校給食におきましても地元産の農産物を使っているところが非常に多いようですが、

現在、先ほどもちょっと言われましたが、市内におきます地産地消の取り組み状況なり、あ

るいは実態はどうなっているかお伺いしたいと思います。

○議長（小池幸照君）

平石農林水産課長。

○農林水産課長（平石和弘君）

地産地消の実態ということですけれども、この点につきましては、自給率の市内の取り組

みというところで、この身近な自給率の向上ということにつきましては、お答えいたしまし

たように、また、議員も先ほどの御質問でいただきましたけれども、やはり直売所の活動、

それから学校給食の取り組みということで、現在までの取り組みということで御報告をいた

します。

以上です。

○議長（小池幸照君）

５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）

ただいま学校給食、あるいは直売所等で推進を図っていくということでございますが、一

応今後のやっぱり地産地消、今、非常に全国的にどこでも頑張ってやってもらっております

が、今後、鹿島市としては、ほかに何かそういう地産地消を進める対策がありましたら答弁

をお願いしたいと思います。

○議長（小池幸照君）

平石農林水産課長。

○農林水産課長（平石和弘君）

地産地消の今度の取り組みについてお答えをいたします。

地産地消の運動というのは、波及効果は多大なものと考えております。ただ単に、地域内
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でとれたものを食べるということだけでなくて、消費者と生産者が顔が見えて話ができると、

こういった関係を中心にいたしまして、いろいろなパターンがあると思いますけれども、具

体的にはやはり消費者と生産者との交流があっています。また、食の見直しや農業体験とい

った活動などにも現実的につながっております。今後はこういったソフト的な交流、さらに

は、一つの生産流通形態としても推進していくことが必要であるというふうに考えておりま

す。

以上です。

○議長（小池幸照君）

５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）

次に、農業の持続的な発展に関する施策についてお伺いしますが、まず、担い手対策につ

いてお伺いをしたいと思います。

安定した食料の供給と地域農業を支えるために、担い手の育成、確保は極めて重要な課題

じゃないかというふうに考えております。担い手とは、認定農業者、あるいは集落営農組織

のうち、一元的な経営を行い法人化する計画があるなど経営主体としての実態があり、将来、

効率的かつ安定的な農業経営に発展すると見込まれるものを基本とし、担い手として集落営

農を初めて明確に位置づけられているようでございます。認定農業者はことしの３月末で全

国で19万 1,642人、前年比で 102％、若干ふえているということを聞いておりますけれども、

市内の認定農業者及び集落営農組織の現状はどうなっているのかお伺いをいたします。

○議長（小池幸照君）

平石農林水産課長。

○農林水産課長（平石和弘君）

認定農業者と集落営農の実態について御答弁をいたします。

平成16年度末で認定農業者数が 141名でございます。認定農業者の形態でございますけれ

ども、やはり野菜、果樹、畜産などの施設型、複合型の形態が主でございます。米、麦、大

豆の土地利用型農業の認定農業者はいらっしゃらないという状況になっております。

これまで大規模な土地利用型農業が可能な平たん部を中心にいたしまして、機械利用組合

の設立に取り組んでまいっております。81の農業集落がございますけれども、平成16年度末

で28の集落において58の機械利用組合ができ上がっております。

先ほど議員御質問でお話しになりましたように、各種支援の対象となる担い手、現段階で

は細かいところは明らかになっておりませんけれども、認定農業者と、それから経営体とい

たしまして農産物を売り、収入を得て配分をすると、こういった一元的な経理をして法人化

を目指すなど、一定の要件を満たす集落を基礎とした組織体を集落営農ということで担い手

として位置づけられることになっております。
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このような国の構造改革の方向を考えますと、本市においても土地利用型の経営基盤をよ

り確固たるものにしていくためにも、また、ＪＡのカントリーエレベーター、ライスセンタ

ーなど基幹施設の効率的な利用のためにも、これまで育成してまいりました機械利用組合組

織を充実、発展をさせて、特定農業団体になっていただく必要があると考えておるところで

ございます。

以上です。

○議長（小池幸照君）

５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）

認定農業者は 141名ということでございますが、今後担い手を育成するためにはやっぱり

新規就農を促進するということも必要と思いますし、新たな人材の育成、確保が非常に大切

と、こういうふうに考えております。

平成15年度は全国で39歳未満の就農者が１万 1,900人、40歳以上が６万 8,300人、合計８

万 200人と、全国ではなっておるわけですが、鹿島市におきましての新卒者、あるいはＵタ

ーン、Ｉターン、どのような実態になっているかお伺いいたします。

○議長（小池幸照君）

平石農林水産課長。

○農林水産課長（平石和弘君）

新規就農者の状況についてお答えいたします。

この５年間で新規就農者が23名でありまして、平成17年度が新規の学卒者１名、Ｕターン

が４名ということで就農をいただいております。

以上でございます。

○議長（小池幸照君）

５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）

ただいま17年度は５名ということでございましたが、やはり今後このような新規就農者を

育てていくということが非常に大事かと思います。そういう意味で、現在どういうふうな支

援をされているのか。また、今後どのような支援を考えておられるのかお伺いをしたいと思

います。

○議長（小池幸照君）

平石農林水産課長。

○農林水産課長（平石和弘君）

新規就農者に対する支援の現状、それから、今後ということについてお答えをいたします。

現状の支援内容ですけれども、就農支援資金貸付事業というのがございます。これは就農
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を目的とした研修資金でございまして、15歳以上65歳未満を対象に無利子で融資をするもの

でございます。融資の額ですけれども、農業大学校が月額50千円以内、先進農家などが月額

150千円以内となっております。さらに、おおむね35歳未満の方で研修終了後１年以内に県

内で就農し、５年以上継続して農業に専従している場合は償還額の２分の１の減免措置がご

ざいます。これにつきましては、県が５分の４、市が５分の１の補助をいたしております。

この貸付事業を御利用いただいた新規就農者、平成10年度からでございますけれども、８名

の方が対象となっております。

今後の支援ということになりますけれども、就農して期間が短くても、やはり御本人さん

がプロの農業経営者ということで自分自身の５年後の姿、営農計画をしっかりお持ちになれ

ば、みずから認定農業者ということでの手続をとることができるわけでございます。したが

いまして、今後の就農してからの支援ということになりますと、やはりしっかりした御自身

のビジョンをお持ちいただいて、経営改善計画の作成、ＪＡ、普及センター、こういったこ

とでの指導を受けながら作成をされて認定をいただければ、いろんな資金の融資、機械等導

入の補助、それから農地集積のあっせんなど、こういったものの支援が受けられるというこ

とになります。

以上です。

○議長（小池幸照君）

５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）

時間も大分午前中は来ているようでございます。あと１点だけ午前中お伺いをしたいと思

います。

次は集落営農についてお伺いをしたいと思いますが、農水省では担い手づくりとして認定

農業者の掘り起こしに加えて、各地でさまざまな形態がある集落営農を経理の一元化など経

営実態のある組織や法人化に発展させるのを目標に推進をされておりますけれども、この集

落営農のねらい、あるいはメリット等をひとつお伺いしたいと思います。

○議長（小池幸照君）

平石農林水産課長。

○農林水産課長（平石和弘君）

集落営農のねらいについてお答えをいたします。

集落営農の組織化がなぜ必要なのか、こういったものがねらいとして７点整理をいたして

おります。

１点目は、米の需要量が年々減少しておりまして、米価の上昇が期待できないと。

２点目が、農業機械の能力に応じた作業規模ではなくて、機械代の負担が大きくなっては

いないかと。
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３点目が、耕作者がいなくなってから担い手を探しても手おくれになると。

４点目が、買い手が求める品質の米、麦、大豆を一定ロットで供給できる体制づくりが必

要であると。

５点目です。園芸の専作などを目指す生産者の米麦部門の負担軽減が必要であると。

６点目が、現状は平成19年度から支援対策の対象から外れる可能性が高く、その減収額は

推定金額で鹿島市全体で 370,000千円ということで試算をいたしております。

７点目、最後ですけれども、いずれにしましても、補助金の受け皿ということではなく

て、これからの地域農業をどうやって守っていくか。農家数が減ったといたしましても、維

持をしていくことができるようにするということがねらいであるというふうに考えておりま

す。

以上です。

○議長（小池幸照君）

午前中はこれにて休憩します。

午後０時１分 休憩

午後１時２分 再開

○議長（小池幸照君）

午前中に引き続き会議を開き、一般質問を続けます。５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）

午前中に引き続きましてお伺いをしたいと思いますが、通告しておったこと全部がちょっ

と時間内には質問できないような感じがいたしますので、途中で省略して質問いたしますの

で、その点、御了解をお願いしたいと思います。

それでは、集落営農についてはちょっとこの辺で、あと省略いたしまして、次に、農業構

造の展望についてお伺いをしたいと思います。

基本計画では、効率的かつ安定的な農業経営を担う農業の全体構造をあらわした農業構造

の展望が示されておりまして、それによりますと10年後の農家数は 210万戸から 250万戸、

このうち効率的かつ安定的な農業経営の家族農業経営は33万戸ないし37万戸、法人経営１万

戸、小規模な農家や兼業農家などが参画し、経営主体としての実態を有する集落営農経営で

すね、これが２万戸から４万戸と、こういうふうに試算をされておりますが、鹿島市におき

ましても、ちょうどことしは第４次総合計画の見直しだということを市長は全協のときに言

われましたが、そういうことで、鹿島市の農業構造の展望について、17年度を基準にして５

年後、10年後どうなるかお伺いをしたいと思います。

○議長（小池幸照君）

平石農林水産課長。

○農林水産課長（平石和弘君）
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お答えをいたします。

農家数におきまして、平成12年に 1,996戸であるわけですけれども、平成22年には 1,640

戸、平成27年には 1,480戸ということで、約26％程度の減少が推測をされます。これまで認

定農業者等に農地の利用集積を推進してまいりましたけれども、現在、水田の流動化率が21.

6％となっております。しかし、これまで借り手として、担い手として引き受けていただき

ました大規模農家にとっては面積的限界がある、また、後継者がいないという状況がござい

ます。したがいまして、集落営農や担い手の育成が急務であると、そういうふうに考えてお

るところでございます。

以上です。

○議長（小池幸照君）

５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）

展望については、どうもありがとうございました。平成27年度は農家戸数が74％というこ

とで、約４分の３になるわけで、そういう中でやっぱり鹿島市も今後やっていかにゃいかん

わけですが、次に、これも一応基本計画の目玉になるかと思いますが、新たな経営安定対策、

これは品目横断的政策と、こういうことになっておりますが、これについてお伺いをしたい

と思いますが、基本計画では品目横断的な経営安定対策を平成19年度から導入することにな

っておりまして、現行の品目別対策を見直し、担い手の経営に着目した政策に転換すると、

こういうことになっております。

そういうことで、この品目横断的政策というのはどういうものか、まずお伺いをしたいと

思います。

○議長（小池幸照君）

平石農林水産課長。

○農林水産課長（平石和弘君）

お答えをいたします。

まず、麦、大豆につきまして、今までの政策はすべての農業者に対して、価格が変動いた

しますと品目ごとに補てんをいたしておるわけですけれども、今後は、この政策によります

と担い手へ限定をいたしまして、できるだけ品目横断的に経営全体をとらえまして、経営全

体に与える収入変動の打撃を緩和いたしまして、担い手の経営安定を図る仕組みに変更をい

たすというものでございます。

以上です。

○議長（小池幸照君）

５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）
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この品目横断的な政策の対象となる担い手は、農業の認定農業者、あるいは経営主体の実

態を有する集落営農組織、これは特定農業団体ということになるかと思いますし、また、

８月３日に島村前農水大臣は、作業の受託組織でも経営実態があれば今後対象として検討し

たいと、こういうことを言われておりますが、これは今後どうなるか見守っていきたいとい

うふうに思います。

それで、この仕組みについて、次はちょっと飛ばしてお伺いをしたいと思いますが、諸外

国との生産条件格差、これはコスト差を補てんする対策、これはゲタと言うそうですが、そ

れからまた、収入所得の変動に影響を緩和する対策、これはナラシということです。こうい

うことを検討されておるようですけれども、この政策の仕組みがわかればお伺いしたいと思

います。

○議長（小池幸照君）

平石農林水産課長。

○農林水産課長（平石和弘君）

お答えをいたします。

先ほどの答弁と若干重複する部分がございますけれども、仕組みについてお答えをいたし

ます。

個々の品目ごとではなくて、経営全体に着目をして支援する仕組みということになります。

米、麦、大豆などの複数の作物を組み合わせた営農の水田作の経営全体に着目をいたしまし

て、過去の生産実績を基準に収入所得の変動に応じて補てんするものでございます。具体的

には、ナラシと言われる収入変動影響緩和対策と、ゲタと言われる諸外国との生産条件格差

を麦、大豆の過去の作付実績と当該年の生産量と品質に基づき補正するものとの組み合わせ

でございます。支援の対象となる担い手の範囲は、認定農業者と集落営農組織でございます。

現段階では細かいところは明らかではございません。本年度中に決定をして、来年度中には

関係法の改正をするというふうな段取りと聞いております。

以上でございます。

○議長（小池幸照君）

５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）

どうもありがとうございました。

次に、これも基本計画の目玉という形になっておるようですけれども、農地制度の改革に

ついてお伺いをしたいと思いますが、基本計画の主要項目に上がっている農地制度を実行す

る改正農業経営基盤強化促進法が６月３日に参議院本会議で可決をされまして、５日前です

ね、９月１日より施行をされたわけですが、この改正法は担い手に対する農地の利用集積、

体系的な耕作放棄地対策の整備、構造改革特区など認められた一般株式会社への貸し付け、
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リース方式の展開、これが三つの柱になっておるようでございますが、この担い手育成と農

地の有効活用を同時に進めるねらいがあるというふうなことでございますが、この担い手へ

の農地利用集積、これを市ではどのように考えておられるのか、まずお伺いしたいと思いま

す。

○議長（小池幸照君）

一ノ瀬農業委員会事務局長。

○農業委員会事務局長（一ノ瀬健二君）

農地集積につきましては、市より事務委任を受けまして農業委員会で実施しておりますの

で、説明させていただきます。

担い手への農地集積をどう図っていくのかという質問ですが、平成６年より農地の効率的

利用、あるいは担い手農家の規模拡大を進めるため、市と農協と共同で流動化推進事業を展

開しております。その結果、利用権設定面積 464ヘクタール、また、あっせんによる所有権

移転面積 160ヘクタール、農地流動化率23.8％と、着実に担い手への農地集積は進んでおり

ます。しかし、１担い手農家の規模拡大も五、六町が限界であります。これ以上の規模拡大、

例えば、20町、30町となりますと、同じ場所で集積が必要になります。そのため、集落営農、

あるいは法人組織への取り組みなどが必要と考えております。

以上です。

○議長（小池幸照君）

５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）

それでは次に、耕作放棄地対策ということでお伺いしたいと思いますが、このことについ

ては、今年度より市町村が中心になって耕作放棄地の利用増進等、総合的な耕作放棄地対策

に取り組むということになっておるようでございますが、全国では平成12年には34万ヘクタ

ールの耕作放棄地があったということですが、今現在、鹿島市ではどれくらいあるのかです

ね、まずお伺いしたいと思います。

○議長（小池幸照君）

平石農林水産課長。

○農林水産課長（平石和弘君）

耕作放棄地の現状についてお答えをいたします。

2000年農林業センサスによりますと耕作放棄地は 170ヘクタールで、耕地面積に占める割

合、耕作放棄地率が 7.1％となっております。地目別で見ますと、樹園地が 114ヘクタール

と最も多く、耕作放棄地率は12.9％となっています。

以上が現状ということでお答えをさせていただきます。

以上です。
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○議長（小池幸照君）

５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）

現在、耕作放棄地が2000年で 170ヘクタールと、その中でも 114ヘクタールが樹園地とい

うことで非常に多いわけでございますが、五、六年前だったかと思いますが、県の農林事務

所なり、あるいは普及センター、あるいは鹿島市、ＪＡ、多良岳土地改良区等で協議会をつ

くられまして、耕作放棄地とか遊休農地対策に取り組んでおられたようですが、その結果、

成果というですか、現在もそういうものをやっておられるのかお伺いをしたいと思います。

○議長（小池幸照君）

平石農林水産課長。

○農林水産課長（平石和弘君）

お答えをいたします。

平成14年８月からだったと思うんですけれども、多良岳地区の低利用地対策事業というこ

とで、先ほど御答弁いたしましたですけれども、樹園地の荒廃状況、管理不良園が多いとい

うことで、その中でもパイロットの荒廃化が目立つということで対策事業を立ち上げて、15

年度まで実施をいたしたところでございます。

現在におきましては七浦地区を中心にいたしまして、中山間地域の農業振興という観点か

ら、やはりミカンが主体でございますので、現在におきましては低利用地対策事業というこ

とでなくて、中山間地の振興をいかにするかという観点で、現在でも関係機関、団体、それ

から地元の生産者代表ということで協議、検討をいたしているのが現状でございます。

以上でございます。

○議長（小池幸照君）

５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）

次、関連して質問いたしますけれども、現在、遊休農地とか荒廃園等に放牧をして実績を

上げていると、荒廃園対策にですね、そういうところもあるようです。そうしますと、牛も

健康的で非常にいいし、荒廃地を持った農家も非常にいいと、こういう実績があちこちある

ようですが、今後そういうことを市内で取り組む考えがあるのかお伺いをしたいと思います。

○議長（小池幸照君）

平石農林水産課長。

○農林水産課長（平石和弘君）

耕作放棄地に放牧についての御質問にお答えをいたします。

先ほど御質問の中でも牛の健康にもいいと、そういうふうなことでの御質問であったんで

すけれども、現段階ではいろいろ問題もあるようでございます。荒廃園が牛舎に隣接してあ
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ればいいわけですけれども、遠いということになりますと、移動して放牧をし、いろんな事

故の発生、それから設備投資の面とか、やっぱりいろいろな疾病あたりも心配がされるとい

うふうなことで、現段階では放牧ということについては考えておりません。

以上でございます。

○議長（小池幸照君）

５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）

今度の農地法の改正によりましては、この遊休農地とか、あるいは耕作放棄地の発生防止、

あるいは解消のための措置が非常に強化をされたということで、市町村長からの草刈り、あ

るいは土石の排除などの措置命令がされると、こういうことでございますが、今後変わって、

そういうような執行ができるような考え方を持っておられるのか、今後どういうふうな考え

方を進めていかれるのかお伺いしたいと思います。

○議長（小池幸照君）

平石農林水産課長。

○農林水産課長（平石和弘君）

遊休農地の行政指導についてということでお答えをいたします。

改正の農業経営基盤強化促進法の９月１日の施行ということで、これによりまして遊休農

地の管理のための措置命令が創設をされております。遊休農地の管理を行う必要が発生した

場合、まず、農業委員会の方から指導の強化を行っていただくことになります。それでも農

地所有者等が改善を行わなかったり、また、農地所有者等が不明というふうな場合に、しか

も、やっぱり緊急に除去をしなければいかんというふうな場合には、市町村長が排除命令を

し、従わない場合は所有者にかわって命令措置を執行できるということになっております。

また、措置に要した費用につきましては、農地所有者に負担をさせることができるというふ

うになっております。

以上でございます。

○議長（小池幸照君）

５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）

次に、今度これも農地法の改正で変わったんですが、リース方式特区についてお伺いをし

たいと思います。

意欲と能力のある者の農業への新規参入の一環として、生産農業法人以外の株式会社等の

法人がリース方式により農業へ参入する仕組みを全国的に展開されるということになって

おりますし、これは平成15年春に始まりました構造改革特区を受けて参入した株式会社や

ＮＰＯ法人は、これは農水省の調査では現在全国に71カ所、 107法人に達していると、こう
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いうことですけれども、今度９月１日からは市町村と参入法人がきちんと農業に取り組む協

定を結べば、耕作放棄地が多い地区に限り農地を借りられる仕組みを全国的に広げると、こ

うなっておりますが、鹿島市もそういうことになっているのか。もしなっていれば、今後そ

ういう取り組みも考えておられるのかお伺いしたいと思います。

○議長（小池幸照君）

平石農林水産課長。

○農林水産課長（平石和弘君）

お答えをいたします。

この創設につきましては、構造改革特区ということで、やはり先ほどの御質問の内容にも

ありましたように、遊休農地や耕作放棄地の解消や農地の効率的利用の観点からできたとい

うふうに整理をいたしております。現段階では既に構造改革特区で実施をされたところがあ

るようでございますので、優良な取り組み等の事例を参考に、調査というか、研究等を考え

てみたいと、そういうふうに思うところであります。

以上です。

○議長（小池幸照君）

５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）

次に、市民農園についてお伺いをしたいと思いますが、特定農地貸付法も改正をされまし

て、現在は構造改革特区で認められております地方公共団体、あるいはＪＡ以外の農家や農

地を所有していない個人企業、あるいはＮＰＯ法人による市民農園の開設も９月１日からで

きるようになっておりますが、これは小面積の農地を利用して自家用野菜をつくったり、子

供たちの農業体験を活用したり、都市住民のニーズは非常に高いというふうに思っておりま

す。一方、市民農園を消費者交流の場としたい農家や、あるいは遊休農地の活用、解消を進

める上からも私はこれは非常に必要じゃないかと、こういうふうに思っておりますが、これ

もまだ９月１日に施行されたばかりでございますが、今後こういうふうな農家等の市民農園

の考え方、これをお伺いしたいと思います。

○議長（小池幸照君）

平石農林水産課長。

○農林水産課長（平石和弘君）

市民農園についての御質問にお答えをいたします。

現在、市内には市民農園というものはございません。農園の利用方式と申しますか、高津

原の方に１カ所あると思います。それから、収穫だけを行う体験農園ですね、こういったこ

とで実践をいただいているのが２カ所あると思っております。

市民農園ということになりますと、トイレ、あるいは駐車場とか、いろんな設備等の計画
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内容、そういったことが恐らく必要になるような内容になっていると思います。鹿島市の方

でも市単独ではもちろん今のところは設置の考えもございませんし、各農家におかれても取

り組みということについては、いろんな今行われています、それこそグリーンツーリズム、

そういった内容の中でこれから拡大をするということになれば、一緒に研究、検討の必要が

あるんじゃなかろうかと、そういうふうに思うところであります。

以上です。

○議長（小池幸照君）

５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）

まだ通告しておりました農村の振興に関する施策、環境保全政策、資源保全政策等につい

ては、ちょっと時間の都合もありますので、今回は省略して次回に回したいと思います。

それでは次に、これは市長にお願いをしたいと思いますが、今いろいろ担当部長、あるい

は課長の方から今後の鹿島市の取り組みについて説明いただきましたが、今まで５年間やっ

てきて、これから見直しで、この食料・農業・農村基本計画が行われるわけですが、これに

よって今後鹿島市の農業がどうなるのか、どういうふうに変えようと思っておられるのか、

市長の御見解をお伺いしたいと思います。

○議長（小池幸照君）

桑原市長。

○市長（桑原允彦君）

食料・農業・農村、今、我々が国の政策として方針を示されて、そういう大きな方針の中

で都道府県、市町村もこの農業政策はやっております。従前の農業政策に比べると、どちら

かというと、農業そのものをどうするかということに照射を当てた農業政策という嫌いが若

干あったわけでありますが、農業のそもそもの目的である、まず、日本人の食料を自前でど

う供給していくか、あるいはできるだけ健康を害さないようなおいしい食料をどう供給して

いくかと、それから、食料自給率の問題ももちろんでございますが、そういうものに幅を広

げた、あるいはまた、農業が健全な発展をしていくためには、その基盤に農村というものが

あるわけでありまして、こういうものについてもちゃんと保全をしていかにゃいかんと。あ

るいはそういうものも損なわれつつあるので、こういうものについてもわざわざうたわにゃ

いかんということにもなったかと思いますが、こういう総合的な今の国の方針、政策という

のは、大まかなところ私もそのとおりだというふうに思っております。

今、各界各層から政策全般にわたっていろいろな御意見をお聞きしながら、今後のあるべ

き姿というものをとらえていきたいと、こういうふうに思っておりますし、また、農業関係

者からも今までやってきたこういうものについてはやっぱりだめだと、こうするべきだと、

こういう意見も聴取をしながら積み上げていきたいと、こういうふうに思っております。
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○議長（小池幸照君）

５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）

次に、これは簡単にお伺いしたいと思いますが、18年度の農林予算の考え方についてお伺

いしたいと思います。

最近の農産物は、農家数の減少、あるいは輸入農産物の急増等によって非常に価格が低迷

をいたしまして、農家の所得も年々少なくなってきておる現状です。市内の第１次産業がそ

ういうことで非常に低迷しておるわけですが、平成10年ぐらいと十五、六年ぐらいの生産額、

市内の農業、林業、水産業、どうなっているのか、まずお伺いしたいと思います。

○議長（小池幸照君）

平石農林水産課長。

○農林水産課長（平石和弘君）

第１次産業の生産額を平成10年度、それから、直近の金額をということでの御質問でご

ざいます。平成10年度市民所得推計によりますと 6,019,000千円、それから、平成14年度

4,614,000千円、これが市民所得推計によります生産額ということになります。

以上です。

○議長（小池幸照君）

５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）

ただいま生産額を申されましたけれども、10年度と14年度を比べますとやっぱり七十六、

七％に落ちておるようですね。非常に落ちておるわけですが、私は３月議会にもこの17年度

予算のところでお伺いをしましたけれども、平成元年の農林水産予算は13％と、これが17年

は 8.8％になっておるわけですね。民生費は、先ほど市長の方からも説明があっておったわ

けですが、元年が18.6％で平成10年は28.1％と。これはやはり国、県からの来るものにもつ

けにゃいかんと、そして、福祉は非常に重要だということで、これは私たちも理解をしてい

るわけでございますが、先ほども説明があったように、全体が10億円とか18億円減ってくる

中で、この農林水産業も非常に落ち込んだ中に予算をどう配分するかということも非常に大

事なところだろうと思いますが、これは３月議会の市長の答弁を見てみますと、これは福祉

が重点になっておると、それから、国、県からの予算にも市もつけなければならないと、そ

ういうことで他の予算を縮小せざるを得ないと。これは理解が大体できるわけですが、ただ、

非常にこの農林水産の場合は投資効率が悪いと。特に、所得税とか税収のアップにつながっ

ていないと、そういうことから縮小せざるを得ないということでございましたが、私もこの

前申し上げましたが、こういうふうに落ち込んだ農林水産に、落ち込んでいるからこそ、予

算でも総額は別として、全体の落ち込んだ中でも比率をアップしてやっていく必要があるん
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じゃないかと、こういうふうにちょっと考えておりますが、その辺の御見解をお伺いしたい

と思います。

○議長（小池幸照君）

桑原市長。

○市長（桑原允彦君）

投資効率が悪いからこの分野に予算投入はできない、これは全くそうではありません。そ

ういうふうに言っておりません。ほかの市町村と市全体のいろんなデータを駆使して比較を

する場合に、結局この第１次産業に多く投資をしている鹿島市と、そうでない市町村と比較

をすれば、そのあたりは正当な比較にはならないということでそういうことを言ったわけで

ありまして、いずれにしましても、福祉分野、医療分野、非常に国の制度として決定をされ

ますので、これにそのまま従うという形を市町村はとらざるを得ない局面があります。そう

いうことで、そっちの福祉の方の分野が、あるいは医療の分野が非常に今までもふえてきま

したし、先ほどちょっと触れましたが、今からもそっちがふえてくるだろうというふうに予

測をしております。そういった中で、ほかの分野はやっぱり若干抑制せざるを得ないと。こ

れは純財政的に言いますと、数字の出し入れというのはそういうふうになっているという意

味であります。

○議長（小池幸照君）

５番橋爪敏君。

○５番（橋爪 敏君）

最後でございますが、今、非常に農林水産物の販売高も減っておるわけですが、やっぱり

この辺で農家の奮起を起こさないかんと私は考えております。そういうことで、昨年の９月

議会でも申し上げましたけれども、やはり市が中心となって、これはＪＡとか、それぞれ共

催でもいいわけですが、中心となった鹿島市の農業をどうやっていこうかというふうな振興

大会というですか、こういうものを私はやる必要があるんじゃないかと、こういうふうに考

えております。とにかく農家の方に一生懸命頑張ってもらおうという意味から、そういう考

え方はないのかお伺いして、私の一般質問を終わりたいと思います。

○議長（小池幸照君）

平石農林水産課長。

○農林水産課長（平石和弘君）

お答えをいたします。

具体的な実施の内容につきましては、検討もまだいたしておりませんけれども、平成18年

度に計画をする方向で検討をいたしたいと思います。

以上です。

○議長（小池幸照君）
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以上で５番議員の質問を終わります。

次に、３番福井正君。

○３番（福井 正君）

３番議員、福井でございます。通告に従いまして一般質問をさせていただきます。

今回は主に長崎本線の存続に関することでございまして、その中で、県と期成会との協議

というのが９回行われまして、それに私ほとんど参加いたしましたけれども、その中で私が

感じましたことですね、ちょっと疑問に感じたこと、それから、長崎本線の存続ということ

で、そのためにはやはり線形改良等が必要じゃないかなということと、それから、県が提示

されました鹿島市を中心とする振興策というのがございましたけれども、この大きく三つに

ついて御質問をさせていただきます。

実を申しますと、７月17日から19日にかけまして全国かしまサミットというのがございま

した。これは鹿児島県薩摩川内市甑島の中のですね、以前は鹿島村と言っていましたけれど

も、今は薩摩川内市鹿島町というふうになっているところでございます。そこで全国かしま

サミットがございまして、その場でいわゆる行政のサミットがありましたけれども、民間の

サミットは継続していくことになりました。きょうはそのことがテーマじゃございません。

そのとき、私は実は自分の車で現地まで行きました。まず、九州道を通りまして鹿児島ま

で走りまして、それから、南九州自動車道というのを通りまして串木野でおりまして、フェ

リーで行ったわけですけれども、いわゆる串木野から日奈久までというのは高速がないんで

すね。帰りは実は３号線を走りました。３号線を走りながら途中の駅を一駅ずつずっとおり

まして、どういう状況なのかなというのを見て回ったんです。いわゆる串木野駅というのは、

これはＪＲ九州が経営している鹿児島本線でございます。薩摩川内から八代間、これは御存

じのように、おれんじ鉄道でございます。

そういう中で、阿久根市を通りました。これは３号線沿いに実は商店街がずらっと張りつ

いておるんですね。前回、ちょうど１年前に私もそこをバスで通りました。そのときの状況

もすごかったんですけれども、今回行きましたら、ほとんどがシャッターです。約70％から

80％ぐらい、ちょっと正確に勘定したわけじゃないですけれども、シャッターがおりており

まして、あいているのは調剤薬局ですとか、レストランですとか レストランじゃない、

食堂やったですね、そういうところしかあいていないという状況であったということです。

これは近くにいわゆるハイパーマーケットといいますか、いろんな職種を集めた大きな大型

店舗があるということも影響しているんだろうと思いますけれども、ここは第三セクターに

なってからということだけではないと思うんですが、いずれにしましても、将来、鹿島市が

あのような姿になったらいけないなということを強く感じまして帰ってまいったところでご

ざいます。

そういう中で、実は長崎本線存続期成会と県との協議というのは９回ございました。私が
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傍聴して感じたことは、やはりずっと平行、交わることがどうもなかったんじゃないかなと

いうふうに感じまして、期成会の結論としては、いわゆる長崎本線の並行在来線化には同意

しないという結論を出されました。これは私が傍聴いたしておりました感覚と以前から思っ

ておりました私の気持ちといたしても、同じようなことではなかったかなというふうに思っ

ております。

その協議の中で明らかになってまいりましたことは、長崎新幹線計画、いわゆる武雄－諫

早間の建設に 2,700億円ですね。それから、プラス肥前山口－武雄間の複線化、線形改良、

あとフリーゲージトレインを導入するための車軸の変換装置等々を含めて、私はもっとかか

るかと思っていましたけれども、これだけ全部して 2,700億円ということだったそうでござ

いますけれども、ところが、これだけの費用をかけても、いわゆる協議の中で明らかになっ

てきましたのは、佐賀県には経済的波及効果は少ないと。実は長崎県に対してもさほどでも

ないんじゃないかなと。これは経済波及効果がフリーゲージトレインで 1.8という数字がご

ざいましたけれども、この数字が実は九州２県、福岡まで入れて３県のことではなくて、全

国に波及する効果が 1.8だということで、どういうことかいなというふうに思いましたです

ね。また、時間短縮効果も、当初は県で多分28分ぐらいの短縮だと言われていたんだけど、

鹿島市ではやはり11分ぐらいの短縮じゃないかなと。開きがかなりありまして、最終的には

多分18分ぐらいじゃないかなということでおさまったんじゃないかなというふうに私は理解

しておりましたけれども、いわゆるこれだけ巨額な費用をかける割には非常に効果が少ない

計画ではないかなというふうに思いました。

また、沿線地域の振興策として２回ほど協議が行われたと記憶いたしておりますけれども、

この中で出てきましたいわゆる有明海沿岸道路の６年前倒しですとか、国道 498号線を高規

格化にするとか、それからもう一つあるのが、いわゆる長崎本線を上下分離方式にするとい

う話でして、下の方は佐賀県と長崎県でやられると。以前は長崎本線が第三セクターなった

ら年間22億円ぐらいの赤字が出るということでしたが、これが18億円ぐらいで済んでおると。

ということは、これは残る限り18億円を毎年つぎ込んでいかなければいけんという、これだ

けかけることが本当に必要なのかなということを実は強く感じた次第でございます。

８月18日、エイブルで開催されました住民説明会の中でも、住民の方の意見というのはほ

とんどが新幹線問題に関して、いわゆる並行在来線がなくなることについては反対だという

方がほとんどだったと思います。

そういう中で、期成会として長崎本線の存続をするという結論を出されまして、そういう

ことで県にも伝えられたということでございますけれども、ただ、やはり心配なことがござ

います。佐賀県だけじゃなくて、福岡県、長崎県で知事懇話会の中で長崎新幹線を早期着工

してほしいと国にまた働きかけると。これはつい最近でございましたね。あと佐賀県の副知

事さんが住民理解に対してまた再協議をしてほしいということが新聞に載っておりました。
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また、今総選挙があっておりますけれども、これは選挙結果はどうなるかわかりませんが、

その結果次第でまたひょっとしたら政治的なものが変わってくるかもわからない。そういう

ふうに、ひょっとしたら変わるかもわからない。今、県がおっしゃっているのが、西九州一

帯の発展、振興を図らなければいけない、そのために新幹線が必要だというふうにおっしゃ

っています。このことでひょっとしたら押し切ってこられることがないのかなと私は心配を

いたしております。

こういう動きですとか情勢について、鹿島市としてどのようなとらえ方をなさっておられ

るのかということをお聞きしまして、１回目の質問といたします。

○議長（小池幸照君）

北村企画課長。

○企画課長（北村建治君）

福井議員の１回目の御質問の、まず、地元の同意なしで政治決着的なものが図られる心配

があると、そういう可能性はあるのかというような御質問だったと思います。

政治決着の可能性につきましては、絶対ないとは言い切れませんが、可能性は小さいもの

ではないかと思っているところでございます。

これはなぜかといいますと、一つは、議員も言われておりますけれども、国土交通委員会

において、北側国土交通大臣、あるいは鉄道局長が一つの自治体でも同意がなければ着工し

ないとはっきり答弁をしておられます。また、佐賀県知事も公式の場で、沿線全部の自治体

の同意がない限り、くい一本打たせないということを明言いたしております。さらには最近、

公共事業に対する国民の目というものは非常に昔とは違ってきております。国も地方も非常

に財政状況が厳しい中、このような大型プロジェクトについては、その必要性について再検

証が求められていると思います。また、最近の世論調査では、昨年に比較してさらに新幹線

不要論が多くなってきているような感じもいたしておりますし、このような状況を勘案すれ

ば、住民、県民の意向を全く無視した判断はなさらないものと思っておりますし、信じてお

ります。

以上です。

○議長（小池幸照君）

３番福井正君。

○３番（福井 正君）

私もそのように信じたいと思っておりますけれども、ひょっとしたらそういうことがない

とも言えないんじゃないかなと、ある意味で心配しての質問でございます。

そういうわけで、佐賀県と存続期成会との協議の中でいろんな話がされました。一つは、

これは市に聞くことじゃなく、県に聞くことかもしれませんけれども、私が県に直接聞くわ

けにはいきませんので、市を通してお聞きしたいというふうに思いまして、ちょっと一つず
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つまず確認をしていきたいなと思っています。

先ほど私も質問の中で申しました長崎新幹線計画の経済波及効果についてということで、

９回の協議の中で明らかになってまいりましたのは、経済波及効果がスーパー特急方式で

1.1、フリーゲージトレインで 1.8、その効果は佐賀県と長崎県ではなくて、福岡県や、む

しろ全国への波及効果だったということでございました。したがって、佐賀県にとっては経

済的波及効果は極めて少ないんじゃないかなと。そのとき多分副知事も同じように言われた

ような気がしたんですけど、ちょっとそのことについてまず確認をさせてください。

○議長（小池幸照君）

北村企画課長。

○企画課長（北村建治君）

２回目の御質問にお答えをいたします。

経済波及効果についての御質問であったと思いますけれども、我々が協議いたしました中

では、もちろん経済波及効果というのも資料の中には出されておりましたけれども、最近で

は大型プロジェクトを評価する場合には、この経済波及効果じゃなくて、費用対効果で判断

をするということでありましたので、主に協議の中で協議をいたしたものは、経済波及効果

ではなく費用対効果ということについて議論を重ねてきたところでございます。したがいま

して、この費用対効果の考え方についてちょっと考えを述べたいと思います。

この費用対効果は、総費用に対して利用者の便益、あるいは事業者の便益があるかどうか、

そしてまた、総費用に対する利用者便益ですね、事業者便益が除して１あるかどうかという

ので判断されるわけです。したがいまして、総費用が分母に来まして、先ほど言いました利

用者便益プラスの事業者便益が分子に来て、その費用がまず１あるかどうかという判断でご

ざいます。これが先ほど言いましたように、スーパー特急では 1.1、フリーゲージでは 1.8

という説明でございました。これに対して期成会は、まず、スーパー特急の 1.1、正確には

1.069でありますけれども、これについては誤差の範囲で１を上回っているだけで、総費用

額が少しでもふえたら、あるいは便益が少しでも減れば効果も当然違ってくるのではないか

という主張をしてきたところでございます。

そういうことで、例えば、総費用 2,700億円は絶対今後完成までふえないのかと、そうい

ったことを質問してきました。特に、こういった大型事業につきましては、一般的には最終

的には見込み額よりもかなりオーバーしているという例が非常に多いわけですね。そういう

ことで、これを第１点質問してまいりました。

それからまた、第２点としては、基礎資料となっている、例えば、人口推計につきまして

は30年間分しか推計をされていないと。しかし、実際この費用対効果を計算する上では50年

で計算してあるということで、これはなぜなのかということなども質問してきましたけれど

も、最終的には納得できる回答はございませんでした。
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そういうことで、フリーゲージトレインにつきましても、現在の長崎本線に導入すれば新

幹線に導入するのと同じ効果が見込まれますので、その導入効果等、あるいはまた、鹿児島

ルートの利用効果を費用対効果から差し引けば 1.8とか、そんなにないんじゃないかなと、

そういうことを主張してきたところでございます。

最後に、総論としては、とにかく費用対効果は、議員言われますように、佐賀県、長崎県

にとっての効果を測定するものではなく、全国 320ブロック間の移動を計算するということ

で、それであらわすということでございましたので、特に佐賀県にとっては１をかなり下回

ることは想像できますが、各ブロック間ごとの効果は計算できない仕組みになっているとい

うことで、これについても明確な回答はなかったところでございます。

○議長（小池幸照君）

３番福井正君。

○３番（福井 正君）

詳しく説明していただきまして、ありがとうございました。このとき、ちょっとこれは関

係ないですけどね、いわゆるＢ／Ｃという言葉を使いましたですね。あれは私たちわからん

とですよね。ベネフィット・パー・コストということでしょうけれども、この言葉はやっぱ

りやめていただきまして、費用対効果ということで統一をしていただきたいなというのが私

の一つ望みでございます。これはどうでもいいことですけれども。

もう一つ、次の確認です。長崎新幹線の時間短縮効果について、経済波及効果と一緒にか

なり長い時間議論がされました。国及び県ではフリーゲージトレインでの時間短縮効果は当

初28分という言い方をされておりましたけれども、ずっと協議の中でしていったらそうでも

なかったと、それほどのことはなかったんじゃないかなと。実際、期成会では11分ぐらいじ

ゃないですかということになっていたと思いますけど、そういうことでよろしゅうございま

すか。

○議長（小池幸照君）

北村企画課長。

○企画課長（北村建治君）

３回目の御質問にお答えをいたします。

時間短縮の時間の問題でありますけれども、県から示された運行案の中でですね 失礼

しました。時間短縮効果の件は、県から示された資料の中では、現在のかもめで１時間47分、

それから、国のスーパー特急で１時間24分、それの差が23分という形で資料が示されており

ます。しかしながら、これら時間短縮を比較する場合に、現在のかもめは鳥栖、佐賀、肥前

山口、肥前鹿島、諫早、浦上、それから長崎ですね、こういう形でとまりますけれども、国

で示された新幹線につきましては、全体的にどこの駅にとまるかわかりませんけれども、三

つ程度の駅にとまるという時間で試算をしております。しかしながら、こういった短縮効果
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を計算する場合には、同じ数の駅にとまるという形で計算をしないと不公平じゃないかなと

いう主張を我々はしてきたところです。

そういう意味で、同じ停車駅数にとまることで計算をすれば、現在は１時間47分の最速か

もめがさらに時間短縮をされまして１時間45分と。そして、もう一方の新幹線につきまして

は、３駅ぐらいしかとまらん結果ですから、それに４駅ほど加算して計算をしますと、１駅

当たり２分30秒ぐらいかかるという形で計算しますと、１時間34分ぐらいかかると。そうい

うことで、実質的には11分ぐらいの差ではないかなということで私どもは主張をしていると

いうところでございます。

○議長（小池幸照君）

桑原市長。

○市長（桑原允彦君）

ちょっと補足説明しますと、時間を追って時系列的な説明と中身を織りまぜながら説明い

たしますと、初め県は時間短縮効果は26分と言いよったわけですね。これはホームページな

んかにも、それから、いろんな広報なんかにも載っておりました。26分ておかしいでしょう

というふうに我々はずっと申していたわけです、協議に入る前から。そのうち、昨年の年末

に政府が23分だというふうに言いましたね。ところが、その後もまだ26分と県は言いよった

わけですね。それで、最終的にはこの23分は県は認められたということになります。

去年まではこの23分差、26分差というのは、最速同士を比べた数字やったんですね。今の

白いかもめの最速の時間と新幹線の最速の時間と比較して23分と。それが合い中は１駅しか

とまらんというふうに聞いておったんです。県から確かに聞いておったんです、１駅しかと

まらんで23分と。私たちがいろんな検証をし始めました。時間短縮効果、１駅しかとまらん

とこうじゃないかとか、そのうちに急に、いや、三つの駅にとまって23分違うんですよとい

うようなことを言い出されましたので、ちょっとおかしいじゃないですかと。だから、国土

交通省がそう言っているとか、我々が確認できない場所からの発信ということでいろいろ数

字がずっと変わってきたわけですね。またそのうち、いろいろ議論をしよりましたら、いや、

実際は費用対効果の計算には18分を使ってありますというふうなことを言い出されたわけで

すね。結局、どれがどれかわからないですね。

したがって、結局、最速が何駅にとまるのか、あるいは１日の運行の中で、例えば３駅に

とまるのが何本あるのか、各駅停車が何本あるのか、あるいはその中間が何本あるのか、こ

れがわからないと精密な時間短縮の比較はできませんね。そこで、今一番基礎的にわかりや

すいのは各駅停車です。これは何駅にとまるとかなんとか言わんでいいわけですから、これ

で現行の白いかもめのダイヤ、それから、新幹線の白いかもめ、これは23分と言っておりま

したが、その後、白いかもめの方は２分短縮になりましたね。ですから、21分を計算の基礎

にしております。各駅停車で21分差がありますと、一番速いもの同士。これから逆算して各
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駅停車で言いますと11分と。しかし、これも正直に言うと無理な議論です。だから、私の方

も11分引きますから、23分とか26分とか言わんで計算式に使ってある18分で統一しましょう

やと、こういうのでああ言い、こう言いて、これは幾らでも茶々をつけられるわけですから

ね。そういう提案をしましたが、結局、県の方は乗っていただけませんでしたので、今まで

どおり私たちの方は11分と言いますよと、県の方は23分で言ってくださいと、そういうふう

なことで終わっているわけですね。

この時間短縮効果というのは非常に重い意味合いがあるんですね。この計算、新幹線がで

きると、これだけの時間短縮効果が発生しますと。そうしますと、結局、こっちに来たり、

向こうに出たりする人たちがそれだけ便利になりますからふえますよと。そのふえることに

よっていろんな効果が派生しますと、こういうことなんですね。したがいまして、この時間

短縮効果が幾らあるかというのは非常に意味を持っているということですから、そういうこ

とでお互いに統一見解が出なかったということであります。

この時間短縮については、後ほど御質問があれば、またいろんな私どもの提案もございま

すので、そのとき申し上げます。

○議長（小池幸照君）

３番福井正君。

○３番（福井 正君）

時間短縮効果について、例えば、26分だとしても、11分だとしても、実は余り差がない。

本当は１時間短縮するとか、そういうレベルだったら時間短縮効果もあるんでしょうけど、

五、六分の差ぐらいでということは、やはり大した時間短縮効果とは言えないんじゃないか

なと私は思っております。

次に行きます。

これも確認なんですけれども、肥前鹿島と肥前山口間のＪＲ九州による運行案というのが、

昨年の11月だったと思いますけれども、ＪＲ九州の専務さんやったですかね、副社長さんや

ったですかね、その方がお見えになりまして説明がございました。肥前鹿島－肥前山口間の

運行を 運行です、経営じゃないですね。運行をＪＲ九州で行う、線路の保守整備は県で

行うという、いわゆる上下分離方式というのを提案されました。そのときは特急は１日10本、

私は片道10本かと思っていたら往復10本やったですね。大変少ない特急でございました。こ

のとき疑問を感じましたのは、運行で経営じゃないですね。経営じゃないということは、そ

の特急がかもめなのか何なのかわかりませんけれども、特急と言っても、これが本当に博多

まで行かれるとやろうかと、肥前山口でとまるとやなかろうかと、そういうことがあるんじ

ゃないかなという一つ懸念がありましたのと、１日上下50本ある特急が10本になる、５分の

１に減るという、これは我々利用者にとっては大変不便になるということは間違いないこと

でありまして、また、普通列車で行って肥前山口でみどりとか、新幹線ができたとしたら新
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幹線に乗りかえるという形になるんでしょうけれども、いずれにしろ、どうも肥前山口あた

りでとめられて、それから先に行かれん懸念もあるんじゃないかと。

今、普通電車で一番遠くに行くのは門司港まで行きよるですもんね。門司港まで行かれる

わけですよ、博多を通り越して。そういう非常に便利な長崎本線が非常に不便になるという

ことがございます。

また一つ心配なのが、電車が残るかなと。電車で運行されるのか、ディーゼルカーで運行

されるのか。電車だと今のまま使えるんですけれども、ディーゼルカーだとまた全然条件が

変わってくるわけですね。ディーゼルですから、いわゆる在来線を通って博多まででもどこ

でも行かれはするとですけれども、非常に電化の部分がなくなるということは、一つは見栄

えが悪いということもありますけれども、それだけやなくて、せっかく今までインフラ投資

された分が消えてなくなるということになってくると思うんですよ。

そういうＪＲ運行案に対して私が今懸念を示したことについて、もしお答えがあればお答

えしていただきたいと思いますけれども。

○議長（小池幸照君）

北村企画課長。

○企画課長（北村建治君）

御質問にお答えをいたします。

肥前山口から肥前鹿島間のＪＲ九州の運行案が出ておりますけれども、県の説明では、先

ほど議員が言われましたように、この間は上下分離方式で、運行はＪＲが行い、基盤につい

ては県が維持していくと。したがって、特急は上下10本程度と本数は少なくなりますが、そ

のほかはこれまでと変わりませんというような説明があっておりますが、これをそのまま聞

けば、これまでどおりかもめ、いわゆる電車が上下10本博多まで走り、普通の電車がこれま

でどおりの本数で佐賀行きは佐賀までちゃんと走るものと想像いたしますけれども、この点

については詳しくは説明されておりません。しかしながら、これまでの協議の中での説明の

節々を思い起こしますと、何本かは佐賀まで乗りかえなしで行けるようにＪＲと協議、ある

いは申し入れをしますとか、そういった話が出てまいりますので、第三セクターにもしなれ

ば、そこはあくまでもディーゼルカーが走るということは決まっていると思いますので、恐

らく肥前鹿島－肥前山口間も電車で走るということはないのかなと、その可能性が強いんじ

ゃないかなというふうに思っております。

○議長（小池幸照君）

桑原市長。

○市長（桑原允彦君）

どの箇所にあったか忘れましたが、経営分離後はレールバスを走らせるとあったですよね。

レールバスというのはディーゼルカーです。特急列車だけ電車ということは、では、レール
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バスを走らせずに普通列車も電車で走らせた方が早かとなりますので、そんなことにはなら

ないというふうに思っています。

それから、これは皆さんに一番大事なことを申し上げますと、県の説明、あるいは建設推

進論者はこういうことを言います。このままじっとしておっても長崎本線は続かんじゃいわ

からんたいえ、こういうことを言うんです。これは政府が保証しているんです。どういうこ

とかといいますと、協議の中身を皆さんよう聞いておられたと思いますが、まず基本的な数

字を申し上げます。現行、長崎本線は１日に 6,500人の乗車密度で走っていますということ

ですよね。現行 6,500人。片方、新幹線の方はスーパー特急で 6,100人、それから、フリー

ゲージトレインで 6,800人走りますと。 6,500人、 6,100人、 6,800人、これは覚えてくだ

さいね。じゃ、新幹線とは関係 例えば、できんやったと。今のまま長崎本線がどういう

ふうになっていくかと。今現在 6,500人ですけど、今後50年間、１日平均は 6,100人の乗車

密度で走りますと。これは計算の基礎でそういうことを言っているんです。そうしますと、

これはどういうことになるか。あたかもこのままいきよるぎ人口も減るけんが、そいけん乗

車する者が少のうなるけん、この長崎本線はなくなるとやなかなという心配はあろうもんと

言われる人がありますが、今後50年間 6,100人は乗りますと、政府が新幹線には 6,100人、

6,800人という同じ保証をしたじゃないですか。そうでしょう、そういうことでしょう。ま

ずそのことを考えてみてください。

これはやっぱり建設推進論者がいろいろ言うことに惑わされてはいかんと思うんですね。

今は 6,500人ばってん、 6,100人は今後50年間乗りますと。この 6,100人というのはどれく

らいのレベルかといいますと、新幹線に 2,700億円かけて建設をして、スーパー特急でいく

ぎ 6,100人と同じなんです。こっちは長崎ルートを 2,700億円もかけじ、費用ゼロで 6,100

人、同じ効果があっているんですよ、同じ乗車人員あるんですよ。結局、費用対効果とか経

済効果とかいうのは、何人お客さんが来てくれるかでどれくらい効果があるかということで

しょう。既に 2,700億円をかけてスーパー特急で走らせる効果が、今後50年間この長崎本線

にはあるということなんです。裏返しをしたらと、そのことの証明が、保証がなされたと私

は協議を通じて確信を持ったんです。そういうことでしょう、皆さん。数字をぴしっと基本

を押さえたら、そういうことになります。

それからもう一つ、おもしろい計算、これは計算上の話ですが、 6,100人が 6,800人にフ

リーゲージトレインによってなりますと。１日 700人ふえますということですよ。これはふ

えるかどうかはまた別の問題です。ふえると仮定をしても、例えば、こっちの長崎本線のベ

ースで言いますと、特急列車は50本通っています。 700人ば50で割るぎ幾らになるかと、14

人でしょう。特急列車１本に14人ふえるために 2,700億円をかけてフリーゲージば導入して

と、ぎゃんなるわけですよ。14人ですよ、１本に。７両編成のとき、１両に２人ですよ。こ

ういうことをやろうとしているのが今回の新幹線長崎ルートの本質だということです。
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こういうちゃんと確認されたデータをもとにいろんなものを積み上げていきますと、決し

て私たちがやっていることは間違いじゃないですし、また、私たちがいろいろ言わんでも県

民がその本質を直感的にわかってもらっているということになると思います。

○議長（小池幸照君）

３番福井正君。

○３番（福井 正君）

私が先で聞こうと思ったことをすべて答えていただきましたので、質問しにくくなりまし

たけれども、めげずに質問いたします。

これもまた確認ですけれども、長崎本線の第三セクターによる運行案というのがございま

した。これはいわゆる上下分離方式ということですよね。線路の保守整備は佐賀県と長崎県

で行いますと。列車の経営といいますか、運行といいますか、これを第三セクターで行うと。

おもしろいことですが、運行の収支は現行の本数であれば黒字経営が見込めるというふうに

県が言っておられます。しかし、これは皆さん御存じのとおり、肥薩おれんじ鉄道を見まし

ても当初見込みどおりいかない。あそこもかなり赤字が山積していますよね。しかも、あそ

こはＪＲ九州から、いわゆるあそこの職員さんの給与を出して、しかも、ＪＲ貨物から年間

１億円もらった上での赤字ということです。ですから、こちらとちょっと条件は違いますけ

れども、本当に黒字が出るのかなということでございます。

それから、平成８年に経営分離の話が出ました、長崎本線、長崎新幹線の建設計画がです

ね。いわゆる短縮ルートという形が出ましたとき、たまたま私もそれに少しかかわっており

ましたから、その数字を聞いておりましたけれども、そのときにはＪＲ九州が長崎本線を経

営すると22億円赤字が出ますよとおっしゃっておったんですね。ところが、最近の県との協

議の中ではこれが18億円になっておりまして、４億円減っておりました。どういう意味で減

ったのかわかりません。しかも、その赤字の分というのがほとんどが線路の保守整備にかか

る費用じゃないかなというふうに想定できますよね。それを除けば黒字なんですから。

ところが、松浦鉄道、これは皆さん御存じのとおり、あそこは黒字の三セクということで

説明されておりましたけれども、実際には減価償却をしないという形での黒字だったと。い

わゆる今回車両が古くなったから、また20数億円かけて車両を買わないけんという状況が生

まれてきたということだったと思います。福岡の甘木鉄道についても、あそこは黒字だとい

うふうに言われていますけれども、鉄道部門を見てみますと実は赤字だと。だから、ほかの

ところから補てんをすることによって何とか黒字になっているという状況だと思いますし、

あと全国の三セクをいろいろ調べてみましたら、本当の黒字というのは一つしかありません

でした。これは新潟を走っているほくほく線というのがありますけれども、これだけが実は

黒字でした。ここは上越新幹線と北陸新幹線の代替、これは三セクなんですけど、それを結

ぶための鉄道ということで、これだけが実は本当の意味の黒字だったんですね。
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ということは、第三セクターというのは通常やったら経営は成り立たないという認識でお

られるのか、そのことをまず確認いたします。

○議長（小池幸照君）

桑原市長。

○市長（桑原允彦君）

まず、県の試算で黒字になりますと。これは私は今から全く否定します、議論の中で。今

の試算の中ででもおかしいんで、今いみじくも指摘されました減価償却の部分ですね、これ

はどこの三セクも減価償却をしていないと。その上で赤字の黒字のと言っているということ

ですが、大きな矛盾があるんですね。次の、例えば、松浦鉄道でも車両の入れかえ時とかな

んとか、あるいは大きな改築工事をせにゃいかん、そのときは県が出しますよと言っている

わけでしょう。これは結局、減価償却というのは毎年毎年粗利が出てから、税制上、合法的

に次の投資に備えて利益を保留できるという仕組みでしょう、減価償却費というのは。それ

をその時点その時点では否定しておって、節目になった、車両入れかえとかなんとかせにゃ

いかん場合、県が出すというなら、これはやっぱり赤字ですよ、そがんでしょう。

それから、例えば、運行を肥前山口から肥前鹿島までＪＲ九州がやると。これはＪＲ九州

が今、株式の上場を予定しておられますね。株式が上場になりますと、株主代表訴訟で利益

の上がらないところに何でずっと補てんし続けるかと、こういう訴訟が株主からあった場合

はどうしますかということです。いろんなことが起こってくるんです。

ですから、これは三セクというのは成り立ちもしません。成り立っているところというの

は、結局、その地域に成り立つだけの人口があるということなんですね。そこが一番の基本

です。あるいは何か特別な要因があるということであります。そういう要因がない、要素が

ないところは、これはやはり赤字であるというふうなことで、幾ら説明されても、都合のい

い数字ばっかり並べて机上論で言われても、我々はですね、零細企業でありますが、私もも

ともとは経営者の端くれですので、それくらいのことはすぐわかることです。行政の人は、

県の職員さんたちも単式簿記になれておられますので、我々のような複式簿記で物事を考え

るという習性があられませんから、あれで通用すると思っておられるんですね。そこは大間

違いであります。

○議長（小池幸照君）

３番福井正君。

○３番（福井 正君）

以上、幾つかの点について、まず確認をいたしました。

今までの御答弁でわかりましたように、長崎新幹線自体は、やはりかける費用に対して経

済波及効果 費用対効果ということですけれども、これが少ないと。また、時間短縮効果

もないと。また、並行在来線として第三セクターで経営しても、県とか市、地方自治体の負
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担というのは大変大きくなりまして、鹿島市民にとりましても不便になるということでござ

いますから、これには私も賛成できないなというふうに思っています。

そこで、これは私の提言をさせていただきたいと思いますけど、長崎本線を改良すること

で、現在の新幹線計画よりもはるかに少ない費用で時間短縮効果もあるような私の考え、素

人の考えですけれども、ございますので、これをまず提言させていただきたいというふうに

思います。

まず、長崎新幹線というのはフリーゲージで、最近、スーパー特急からフリーゲージに変

わってしまいました。フリーゲージトレインというのはどういうものかといいますと、実は

整備新幹線計画というのは全国で何カ所、かなりの数がありますですね。ところが、実際に

は、いわゆる整備新幹線として整備をされない線路、九州でいきますと日豊本線があります

し、四国の予讃線もありますし、紀勢線もあるし、いろんな線路があります。これらのいわ

ゆる新幹線として整備されない地域がフリーゲージトレインというのを導入しようと。これ

は積極的に運動をされています。じゃ、こういう線路でどういうことをされているかといい

ますと、やはり在来線の線形改良ですとか複線化ですとか、それから、フリーゲージですか

ら車軸変換装置をつくるということで、新幹線のいわゆるフル規格、 1,435ミリの線路の上

を走らせましょうということが実はフリーゲージトレイン。いわゆる新幹線のかわりにはな

らんかもわかりませんけど、かわりにできているということだと思います。

これは時間短縮効果を調べてみますと、新幹線の 1,435ミリの線路を走るときは、新幹線

の規定というのがありまして、新幹線というのは時速 200キロ以上で走る鉄道だというのが

新幹線だそうでございまして、在来線の最高速度というのは、先ほど申しました第三セクタ

ーのほくほく線というのも 160キロというのが最高速度なんですが、これは踏切がないんで

す。いわゆるスーパー特急方式で日本で初めてつくられた単線ですけれども、線路だそうで

ございまして、ここは踏切がないから 160キロで走れると。踏切があったら、どうしても

130キロ以上では走れないと。なぜかと。踏切で何かあってとめたとき、お客さんが慣性の

法則で前に全部倒れてしまうと。そういうことがあるから走れないという技術的な問題があ

るそうでございますけれども、そういうフリーゲージトレインを長崎本線に持ってきたらど

うでしょうかという提案でございます。

実は長崎県のホームページを見ていますと、佐世保線にフリーゲージトレインを走らせる

と書いてありましたですね。この間、市長の説明がありましたけれども、ここの中でも、肥

前山口－武雄間を複線化するというふうになっているわけですから、武雄から佐世保までの

間を線形改良をしますと、一部複線化をしますと、何かこちらの長崎本線で言っているよう

なことを向こうで言っていらっしゃって、その結果、数分の時間短縮効果がありますと。た

だ、フリーゲージになりますから、フリーゲージに乗った分だけまた短縮できるということ

で提案をされております。
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今、長崎本線を走っている白いかもめ、これの平均走行速度がどれくらいかなと。これは

走ったりとまったりするということを全部抜きにしまして、実際あそこまでが 140何キロあ

りますから、この間を何キロで走っているかなといいますと、70キロか75キロぐらいのスピ

ードでしか走っていません。じゃ、どこでおくれているのか。長崎－諫早間というのは速い

んですよ。肥前鹿島から博多までも結構速いんですね。これは 100キロ近いスピードで走っ

ています。肥前鹿島から諫早間が70キロぐらいでしか走れない。これは一つはカーブが多い

ということと、在来線の普通電車が来ますから、その待ち合わせの時間があるとか、いろん

なことがあると思いますけれども、ここの区間だけを整備すれば、同じ 100キロ以上で走る

ことができます。例えば、さっき言いましたように、踏切がない線路ができたら、これは新

幹線と同じになりますけれども、実は 200キロで走ることができる。現実には狭軌ですから

160キロぐらいが最高でしょうけれども、それでも現在よりもはるかにスピードアップする

ことができるというふうに思います。

ここで、じゃ、かかる費用がどれくらいかなということを私なりに計算してみましたけれ

ども、多分肥前山口から武雄温泉間が複線化して線形改良されますね。このときの費用をそ

のまま当てはめることはできませんけれども、これに若干上乗せをするという形で、多分単

線でつくったとしてもキロ当たり20億円ぐらいでできるんじゃないかなと思いますので、高

くかかっても 400億円ぐらいでできるんじゃないかなというふうに思います。ですから、こ

こで時間短縮することによりまして、今の新幹線の計画と同じくらいの時間短縮が十分にで

きるんじゃないかなというふうに思います。

それから、先月の30日に佐賀県の商工会議所議員大会というのがございました。そこで各

市から、８市ですけれども、そこからいろんな提案が出されています。実は鳥栖市の提案に

図面が載っておりました。その図面を見てみますと、いわゆる新幹線、鹿児島新幹線が走っ

ていますね。鳥栖駅というのは現在の鳥栖駅よりも、多分３キロか４キロぐらい手前にでき

るようになっているようです、その図面を見れば。それに対して長崎本線は直角にぶつかっ

ています。ということは、鹿児島新幹線の方が遠くならざるを得ないということですけれど

も、問題は、直角ですから、フリーゲージにしてもそのまま乗り入れることができるんです

よね。ということは、中原あたりからずっと引き込み線をつくりまして、ぐるっと迂回する。

というのは、途中に国道34号線が入っていますから、それを乗り越えていって、そして、大

きなカーブで新幹線にフリーゲージを乗せると。これだけ考えても、今県の提案されておる

フリーゲージというのは、引き込み線が約１キロぐらいで多分考えていらっしゃると思いま

すが、そんなもんじゃできんじゃないかなと。かなり費用もかかるし、あそこら辺は市街地

ですから、用地買収もかなりかかるんじゃないかなというふうに思いますですね。

ですから、フリーゲージにして、私が提案いたしております長崎本線の線形改良、単線で

もいいんですが、線形改良をしていって、それをフリーゲージ、ちょっと予測よりもかかる
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かわかりませんけれども、そこまで入れても 500億円もかからないでできるんじゃないかな

と思います。ですから、これは私個人的な考えとしてそういうことを提案いたしたいと思い

ますけど、答えようがないと思いますけれども、もし感想がございましたらお聞かせいただ

きたいというふうに思います。

○議長（小池幸照君）

桑原市長。

○市長（桑原允彦君）

まず、フリーゲージトレインですけど、県の説明によりますと、国土交通省は新幹線長崎

ルートにしか導入しないと言っておられるということなんですね。それは私はそのまま、は

い、そうですかと信用するわけにはいかないと思っています。現に全国７カ所で期成会をつ

くってみたり、あるいはその県の重点要望として国に知事が要望されてみたり、いわゆるフ

リーゲージトレインが在来線から乗りかえなしに新幹線に乗り入れられると、こういうこと

ですので、新幹線の可能性が少ないところは全部それを望んでおられるわけです。九州でも

日豊本線ですね。それから、先ほど言われましたように、佐世保線も長崎県は今から導入を

するように推進をしていくと、運動をしていくというふうなことを言っておられます。した

がいまして、この長崎ルートしかフリーゲージトレインは導入しないというのは、私はそう

はならないと。高い建設費を投入して、そして、このフリーゲージトレインが完成をして、

ここだけしか導入しないと、そう考えるのは大体おかしいですよね。

それから、ＪＲ九州がフリーゲージトレインについては、私は新幹線をつくらなくても在

来線に導入すればいいじゃないですかと、同じフリーゲージトレインの効果が出るじゃない

ですかという提案をいたしましたら、ＪＲ九州は否定していると。ＪＲ九州は今は新幹線長

崎ルートをつくりたかばっかりですから、そいけん、こればうんと言うぎんとにゃできんご

となるぎいかんと思って、それは否定しますよ。しかし、現実に新幹線長崎ルートができな

いと決定をしたら、やっぱり導入はしますよ。それはお客さんが望んでいること、そのこと

によってお客さんがふえるならば民間会社として当然のことであります。

ただいま御提案いただきました線形改良、これはやはり複線化とまでも言わんでも、線形

改良を一部すれば最低数分は時間短縮ができるというふうに思っております。大まかの計算

で、新幹線を新たに建設するのに１キロメートル当たり60億円と。そして、在来線をやるの

に１キロメートル当たり15億円と。４対１ぐらいの費用比率というふうに聞いております。

したがいまして、この比率を武雄－肥前山口間に当てはめますと非常にいびつな数字に、あ

れは30億円ですか、なっているんですね。そのことをもう少し私たちも精査していきたいと

思っておりますし、また、全線複線化、全線改良となりますと、それは 900億円とか 1,000

億円とか、県が言っておるようにかかりましょうが、一部でいいと思うんですね。

それから、フリーゲージトレインを導入する、あるいは線形改良をする、あるいはダイヤ
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の工夫によって12分30秒ぐらい時間短縮できるわけです。こういうものを複合的に合わせま

すと20分何がしかの時間短縮は出てくるという我々の提案を、福井議員から提案いただいた

ものをあわせてやっていきたいと思います。

○議長（小池幸照君）

３番福井正君。

○３番（福井 正君）

もう一つ、実は鹿児島新幹線と長崎新幹線計画のいわゆる時間距離の問題がありますね。

鹿児島新幹線というのは博多から鹿児島まで、あそこは 280何キロやったですかね。博多か

ら長崎まで 147キロか 148キロある。ということは、半分ぐらいの距離しかないところを同

じ時間なんですよね。いわゆるフリーゲージトレインで走っても同じぐらいの時間がかかる

んです。ということは、たった 147キロぐらいのところに鹿児島に行くのとなぜ同じ時間な

のかなと。だから、本当の意味の時間短縮効果というのは、フル規格にしてですよ、フル規

格にした場合はあそこを平均 220キロで走れますから、早ければ25分か30分で長崎まで行き

ます。こんな短い新幹線が要るかという異論が出てきますけど、だから、そこまでやらない

と実は新幹線の効果はないと私は思っています。ところが、県はこれは否定されております。

ところが、江北町の田中町長はそのことを一番懸念されています。もしフル規格になったと

したら、肥前山口は当然とまらんですよね。ひょっとするぎ、佐賀駅もとまらんかわからん。

こういうことになったときどうなのかなと、実は私も懸念はしております。だから、フル規

格に対する懸念というのはお答えいただかなくても結構ですけれども、私はそういうふうに

懸念を持っているということでございます。

それからもう一つ、この時刻表を見ていておもしろいことがございました。鹿児島本線で

す。長崎本線じゃないですよ。鹿児島本線の鳥栖から博多間です。鳥栖－博多間に午前７時

から午前10時までかけて、ダイヤを見てみますと、特急有明が走っています。ソニックが走

っています。かもめがありますね。それから、あそこのゆふいんの森というのもあります

ね。合わせますと、７時から10時までの間に22本走っています。普通電車と快速合わせて

42本、計64本が複線、２本の線路の上を走っています。これは１本当たり２分30秒か40秒に

１本実は走っているということになるんですね。大変過密なダイヤ編成になっています、鹿

児島本線自体は。だからこそ鹿児島新幹線が必要だということだろうと思いますけれども、

この時間帯にかもめに乗った方、経験されたかわかりませんけれども、博多駅に時間どおり

着かんとですよ。私なんかも遅いときは５分ぐらいおくれて着いたことがあります。それだ

けダイヤが込み入っているので、どこかでトラブルが一つあると、要するに時間どおり着か

ないという状況があります。ところが、鹿児島新幹線ができまして、かもめは別として、い

わゆる鹿児島本線を今通っている特急を全部新幹線として走らせるとしますと、現在の在来

線があくんですね。20本近くの列車があきます。ということは、非常に運行が楽になりまし
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て、実はこちらのスピードアップも十分できるという計算ができます。だから、わざわざフ

リーゲージをつくって上を新幹線を走らせることもなく、上に鹿児島新幹線ができたばっか

りに十分時間短縮ができるというのを時刻表を見ていて発見いたしました。これは答弁要り

ません。

こういうこともありまして、いわゆる県と期成会との協議の中でいろんなことを話しされ

ていまして、私もいろんな疑問を感じたり、ここはどうなのかなということを感じたりした

ことをきょうはいろいろお聞きしたということでございます。いずれにしましても、現在の

長崎新幹線の計画というのが余り好ましいものではないなという気が私はしています。

じゃ、次に行きます。

次は、いわゆる佐賀県が提示されました振興策というのがございましたので、時間がなく

なってきましたが、振興策に行きたいと思いますけれども、期成会との協議、６回目だった

ですかね、７回目だったですかね、そのときに、いわゆる長崎本線沿線の振興策というのが

示されました。あれを見ますと、ほとんど鹿島市に関することばっかりだったというふうに

思っています。そのときおっしゃったのは、県は西九州一帯の振興のために新幹線を建設す

ると。それを結ぶ道路をつくることで振興策としたいというふうなことをおっしゃっていま

した。この協議を傍聴されておった方からの御意見なんでございますけれども、もうちょっ

と深めた議論が欲しかったなというのが、傍聴されておった方の御意見としてございまし

た。

私もこの案を最初見たときには、例えば、有明海沿岸道路というのは大体整備路線になっ

ていましたから、できるというのはわかります。ただ、６年前倒しというのは、ああ、そう

かな、意外だなという気がしましたし、 498号線の高規格道路化というのは市としても要望

されていましたし、実は私も商工会議所の会員なもんですから、私たち鹿島商工会議所とし

ても以前からずっと要望をしておったことなんです。ところが、この計画は30年先にできる

かどうかわからんよという答えしかいただいていなかったもんですから、あの場でこれが出

てきたということは、私としてはほんなことかいな、できるぎにゃうれしかねと単純に思い

ました。ところが、これは新幹線に同意をする見返りじゃないかなと。いわゆる同意をしな

ければどうなるのかなということが実は非常にあります。ですから、鉄道ももちろん必要で

す。鉄道は大事なことですけれども、こういう道路もやはり必要だと思うんですね。いわゆ

る高規格で直接武雄北方と結んだり、佐賀に行ったりということは必要だと思います。

こういうことについて、鹿島市として、例えば、新幹線計画とのいわゆるバーターという

ことを抜きにして、どういうふうに今から取り組んでいかれるのかなということをまずお聞

きしたいと思います。

○議長（小池幸照君）

桑原市長。
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○市長（桑原允彦君）

振興策の⑴と⑵がありますが、いずれにしましても、これは経営分離と差しかえという考

えは全く持っておりません。坂井本部長さんがとうとうとこの地域はおくれているというこ

とを言われましたので、今回協議をしてよかったなと思いました。県がこの地域がおくれて

いるということをはっきり認識されたということであります。やっぱりおくれているところ

にはそれだけの手を差し伸べるという本来の県の役目があるわけですので、他地域並みまで

にはやっぱりやっていただきたいと。そういう意味で、これは新幹線の経営分離とは何も関

連づけはしないというふうに私自身思っております。

国道 498号の準高速と言われました。今言われましたように、私が30年先にならんと、こ

れはスタートできるかどうかわからんですよと言いよんさったと言いましたら、いや、これ

は佐賀県方式でやりますと言われるんですね。佐賀県方式て何ですかと。佐賀県方式でやる

としても、結局、国道整備でやるのか。国道整備費は今でん足らん足らんですね、県内どこ

でも需要がありますから。それでは県事業でやる。県事業といっても、県の単独費用だけで

できるわけないんです。やっぱり国の補助が要ります。国の補助が半分なり55％要るという

ことになれば、やっぱり国土交通省と打ち合わせをしておかんと、こういう提案はできない

はずです。いまだもって国土交通省と打ち合わせをしてみてくださいと言っておりますが、

打ち合わせしておられません。

例えば、先ほど橋爪議員が農業政策についていろいろ御質問なされましたが、県の補助事

業で農家の方が、農業関係者がこれをやってくれと市に要望されたとしますね。その場合に、

やっぱり私としては県と綿密な打ち合わせをして、これならいけるばいとなってからしか、

これをやりますと言えませんよね。そうでしょう。県から補助ばもらわんばらんとば、私が

勝手にやりますと言うわけにいかん。それと同じことですよ。これをやるにしろ、やっぱり

国土交通省がうんと言ったかどうか、認可をすぐ出すかどうか、それからまた、県としてそ

の財源的な裏づけがあるかどうか、あるいは全県的に、ここまで現時点で新幹線と差しかえ

のような形でやるのに全体の合意ができるか、これはまだいろんなハードルがあるわけです

ね。だから、いきなり机上論で提案をされても、受けとめる側としてこれを受けとめるのさ

えできない状況なんですね。

したがいまして、やっぱりもっと地に着いた現実味のあるいろんな議論にならないと、私

は議論そのものにならないと思っています。そういうことであります。（発言する者あり）

ああ、済みません。当然、有明海沿岸道路とか国道 498号も去年、重点事業として県が発

表されておりますので、この基本的なことについてはぜひやっていただきたいと、これは望

むところであります。

○議長（小池幸照君）

３番福井正君。
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○３番（福井 正君）

実はこのことは、いわゆる市民の中に強く要望したい、希望したいというのがあるんです

ね。後の振興策第２のところで質問しますけれども、例えば、工場等ができたときに、やは

りインターチェンジに近いところじゃないと工場誘致は難しいというのは当然あります。で

すから、そういうことも含めまして、いわゆる高規格道路ですけれども、こういうのが鹿島

に来る。だから、長崎本線が残って、そして、この高規格道路とか沿岸道路が 沿岸道路

も高規格道路ですけれども、こういうのが鹿島に来て、できたら沿岸道路は諫早まで行って

いただいて、長崎との結びつきも強くなるということになってくれば、今現在の鹿島市の国

道の状況というのは、 207号線があって、 498号があって、 444号があると。国道が３本走

っていますよね。これプラス沿岸道路と、いわゆる 498号の高規格道路ができることによっ

て、ある意味では鹿島市は交通の中心になれると。だから、次の新しい展望が開けてくるん

ではないかなという気がしております。

ですから、これは残念ながら新幹線計画との取引という形で今提案をされておりますけれ

ども、そういうことを抜きにしても、これにぜひ強く取り組みをしていただきたいという、

これは要望でございますので、もし答弁ございましたら。

○議長（小池幸照君）

桑原市長。

○市長（桑原允彦君）

そのことは私たちも経営分離とは別に要望していくと、これは市民会議でもそういうふう

なことを約束しております。

いずれにしましても、鹿島までですよね、今の時点で。やっぱりこれは県がよく言われま

すネットワークというのは、両方通じておかにゃいかんですね。鹿島が大都市ならば、例え

ば、福岡までやるぎ、どこからじゃい福岡までという線がいっぱいありますね。しかし、鹿

島市はそうじゃない。だから、やっぱり沿岸道路も鹿島までじゃなくて、鹿島から諫早まで、

あるいは環有明、こういうふうなことが完備されないと機能しないと思うんです。そういう

ことで、これは中・長期的にまたいろいろ要望もしていきたいと思っています。

○議長（小池幸照君）

３番福井正君。

○３番（福井 正君）

そのことについては、私も強くお願いしていきたいと思います。

次に、振興策第２について、これは具体的なものはほとんどなくて、ほとんどが鹿島市で

も既に取り組んでおられるようなことが提案されていまして、どういうふうな支援をされる

かどうかというのは具体的に何もわかりませんでしたから、この振興策ということじゃなく

て、鹿島市としてこれらのことにどう取り組んでいかれるかなということについてまず質問
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をいたしたいと思いますけれども、鹿島市は今、非常に財政が厳しゅうございます。あと５

年かけて20億円ぐらい削減をしなければいけないという厳しい状況の中で、財政基盤強化策

の中の増収策というのを見ました。増収策を見ますと、例えば、そこの職員駐車場の値上げ

ですとか、いわゆる身内のところで何とか少し使用料を上げたりとかいうことだったと、完

全に読んでいるわけじゃないですけれども、私は今のところ理解しています。ところが、や

はり鹿島市で産業の基盤を強化して、産業を活性化して、結果的に税収が上がって増収にな

るという、これは当たり前の話なんですが、それを図っていかなければいけないと思うんで

すね。ですから、先ほどの振興策１の道路のことも大事です。これはいわゆるインフラの整

備という意味で大事なんですけれども、それプラスやはり実際の産業が活性化をしなければ、

今後鹿島市というのは衰退していくんじゃないかなというふうに思っています。

そういうことで、これは以前というか、２年前の６月議会、ちょうど私が議員になりたて

のころでしたけれども、そのとき質問したのを思い出しまして、そのときにグリーンツーリ

ズムというテーマで質問しました。その後、県の提案ではブルーツーリズム、これはいわゆ

る漁業の方ですね、これまで実は提案が載っておりました。そのグリーンツーリズム、先ほ

ど橋爪議員も質問されましたけれども、いわゆる農家で農業体験ですとか宿泊ですね、泊ま

ることによって、そこで都会と田舎の交流をしていく。しかも、宿泊をすることによって、

そこで売り上げという形で上がってくる。それで農家の方の収入になっていくということな

んですけれども、実は九州の中でも農家民泊というのは大分県、前回質問しましたときは大

分県の安心院町が大体主体になってやっておられましたけれども、今回また調べますと、こ

こも大分県ですが、九重町の方がちょっと規模が大きくなっておりました。料金を見てみま

すと、宿泊、農業体験で 8,900円という料金をもらえると。ということは、一般の旅館に泊

まるとよりか安く、農業を体験しながら、農家の人たちと交流をしながらいろんなことがで

きるということがグリーンツーリズム、あるいはブルーツーリズムなんですが、前回質問し

ましたときも、農家に関しましては、旅館業法というのがありますけれども、これの規制を

かなり緩和されている。今でもそれは変わっておりません。あとは消防法の問題もあるし、

食品衛生法の問題もありますけれども、かなり緩和されている。ただ、これは農家しか今の

ところできないということになっておりますので、農業の方だけが対象なんでしょうけれど

も、前回質問しましたときは何とか取り組みたいですねというような答弁だったと私も記憶

いたしておりますが、今現在どういう状況になっているんでございましょうか。そのとき私

は、そういう方たちがある程度組織化をして、都会の方を受け入れるためにいろんなことを

勉強したり協力したりするのをつくったらどうですかという提案をいたしましたけれども、

それが今どのようになっているのかお答えしていただきたいと思います。

○議長（小池幸照君）

山本産業部長。
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○産業部長（山本克樹君）

福井議員にお答えをいたします。

グリーンツーリズム、ブルーツーリズム、いわゆる農山漁村の民宿を活用した滞在型観光

といいますか、そういうことだそうです。おっしゃるとおり、一昨年の議会で質問をいただ

いております。そのときには、おっしゃったように、規制がかなり緩和されているから、今

チャンスだから取り組んではどうかというような御提言だったと思います。そのときの答弁

は、関係各課連携して普及に努めていきたいというふうな答弁をいたしております。その後、

関係する地元とは協議をずっとしてきているようでございます。けれども、まだ民宿をやろ

うという結論までには至っていないというふうに聞いております。

海の方もありますし、山の方もありますし、非常に地元も前向きなところもあります。先

日、実際会ってみても、話をしてみようかというところもありますので、再度今回提案をい

ただきましたので、これまでの協議を踏まえまして、また、地元もいろんな課題もあると思

います。ですから、地元の意向を尊重しながらさらに協議を深めていきたいというふうなこ

とで御答弁とさせていただきたいと思います。

○議長（小池幸照君）

３番福井正君。

○３番（福井 正君）

ありがとうございました。今、有明海に干潟体験で鹿島市の七浦海岸に、多分昨年度１万

5,600何人だったかと思います。ことしも、私も聞くところによりますと、約２万人ぐらい

の干潟体験の方が見えています。これは実は間に旅行社が入っています。旅行社が入ってい

て、大手の旅行社が実はあちこち呼びかけて連れてきているんですね。ですから、鹿島市独

自でいわゆるグリーンツーリズム、ブルーツーリズムを企画したにしても、そういう方たち

が既に鹿島市に業者として来ていらっしゃるということなんですね。だから、ある程度組織

化をしてやろうということになれば、これに多分乗ってこられるんじゃないかなと思うんで

すよ。幸い鹿島市にはそういう干潟体験という実績があります。だから、海のことはそれで

できると。今度は農家でやる。それから、もうはしょって質問しますけれども、例えば、中

木庭ダムの周辺ですね、いわゆる能古見地区、あそこは自然の館もあります。それから、門

前には祐徳稲荷神社もございますし、酒蔵通りもあります。鹿島市というのはすごく魅力的

なところですから、グリーンツーリズム、ブルーツーリズムといろんな歴史的なものを組み

合わせるという形でやっていくことによって、いわゆる１次産業の発展にもつながると思い

ますし、それから、鹿島市全体の浮揚にもつながっていくんではないかなというふうに私は

思っておりますので、こういうことはいかがでしょうかという私の提案でございますので、

御感想をお聞かせください。

○議長（小池幸照君）

鹿島市議会会議録

－８３－



桑原市長。

○市長（桑原允彦君）

振興策２という中で一つの御提言をいただいたわけでありますが、詰まるところそういう

ことなんですね、振興というのは。どうも県が今から何ば言うてくんしゃろうかにゃと、何

でんしてくんしゃっとやなかろうかと、ぎゃん期待しとんさるけんですね、若干私は何で期

待しんさるとかなと初めはわかりませんでした。というのが、財政の問題を自分がよくわか

っているからね。県の単独でこの種のことをするというのはまずないんですね。やっぱり50

％近くの市の持ち出しがあるわけです。その市の持ち出しがそう軽々にできないと。今やろ

うとすれば、今やっている事業を何か取りやめて、そのお金を振り分けんとできないと、こ

ういうのを十分わかっていますから、県もいろいろそういうことはやっぱり言われんだろう

と思っておりましたが、どうも県のそのあたりがちょっとまだ混同して提案をされるかもわ

かりませんので、そこの間仕切りはまずせにゃいかんなと思っております。これはどこの市

町村でも一緒です。今いろいろ言われても、手出しばせんばらんごたる事業は新規事業でで

きんわけですから。

結局、今回の財政基盤強化も、いわゆる産業基盤を強化して税収をアップすると、これは

もちろん政策面ではそうですけど、財政基盤強化計画というのは政策面というよりも、むし

ろ財政面から切り口を開いて、そこからどうするかという話ですので、そのあたりは今後の

総合計画なりにやっぱり入れていかにゃいかんと思います。いずれにしましても、そういう

ふうにさまざまな工夫をしてやっていく、そういう中で県にも援助をお願いしていくと、こ

ういうことになっていくというふうに思います。

○議長（小池幸照君）

３番福井正君。

○３番（福井 正君）

これは質問というよりも、もう時間がございませんので、最後でございます。

冒頭から申しましたように、長崎新幹線計画、武雄－諫早間のたかだか40キロぐらいの距

離に 2,700億円かける、それから、武雄－肥前山口間にまたお金をかけると、こういう巨額

な費用をかけて新幹線をつくることが必要なのか。先ほどから明らかになりましたように、

いわゆる経済的な効果も少ない、時間短縮効果も少ない、こういうのに私は乗る必要はない

と思っております。それよりも、やはり現在ございます長崎本線を改良することによって末

永く私たちも使っていき、私たちの子供、孫の代までこれが残っていくように、私も運動を

したいと思うし、行動をしたいと思っております。

今、大変財政も厳しい中で、鹿島市の将来がどうなっていくかわかりませんけれども、最

後に私も提案いたしましたように、やはり鹿島市に住んでいる方たちが自分たちで鹿島のま

ちを活性化しなければいけないんじゃないか。そうしないと、まちというのは決してよくな
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っていかない。国とか県だけではまちは決してよくなることはないというふうに私は思って

おりますので、こういう自分なりの考えを述べまして、一般質問を終わらせていただきます。

どうもありがとうございました。

○議長（小池幸照君）

以上で３番議員の質問を終わります。

暫時休憩します。

午後２時58分 休憩

午後３時13分 再開

○議長（小池幸照君）

休憩前に引き続き会議を開き、一般質問を続けます。

次に、１番徳村博紀君。

○１番（徳村博紀君）

１番議員の徳村でございます。ただいまより一般質問をしたいと思います。

今回の一般質問は、大きく分けて４点について質問をしてまいりたいと思います。

まず第１点目ですが、ＮＰＯ法人等の活動に対して当市の取り組み方はと。そして、その

中に指定管理者制度がございますので、この点についても質問してまいりたいと思います。

次に、当市の乳幼児医療費について。これはきょうの午前中、松尾議員も質問されました

けれども、重複する点があるかと思いますが、答弁は省略せずにお願いいたします。

次、３点目ですね、子供を産み育てる環境づくりとして、これは子育て支援、女性就業支

援、児童手当、保育料と書いていますけれども、子供を育てる環境づくりとしては、やはり

こういったことはすべて密接に絡んでいるというところで質問をしてまいりますので、一つ

一つをとって質問という形ではございませんが、答弁はちょっといろんなところに飛び散る

かと思いますけれども、よろしくお願いいたします。

最後、４点目が不登校児の対応についてですね。

以上４点を質問させていただきます。

また、併用としておりますけれども、中身が一問一答のような形になっておりますので、

この後は発言席から質問をさせていただきます。

○議長（小池幸照君）

徳村議員、１問だけここでよか。

○１番（徳村博紀君）続

済みません、ふなれなもんで。

それでは、１番目のＮＰＯ法人の活動についてということで質問をいたします。

ＮＰＯ、これは指定管理者制度という部分とも密接な関係にあるわけですが、当市では現

在、財政基盤強化計画を打ち出して、経費の削減、あるいは節減に取り組んでおられること
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と思います。そういった部分においても、今後非常に重要になってくるのではないかと考え

ております。

まず、この議場の中にいらっしゃる皆さんは指定管理者制度というものはほとんど知って

いらっしゃるというふうに思いますけれども、ケーブルテレビを見ていらっしゃる方、市民

の方々はなじみが薄い言葉だと思いますので、簡単に説明をいたします。

平成15年９月２日、地方自治法の一部を改正する法律が施行され、公の施設の管理に関す

るこれまでの管理委託制度が廃止され、新たに創設された制度です。委託管理制度のもとで

は、公の施設の管理を委託できるのは、地方自治法により公共団体、市町村や土地改良区、

公共的団体ですね、農協や自治会、こういったところが出資する出資法人などに限定されて

おりました。これが指定管理者制度では、指定管理者となることができるものの範囲につい

て法律上の特段の特約がないことから、民間企業や、あるいはＮＰＯ法人などを含む法人、

その他の団体が議会の議決を経て指定管理者として公の施設の管理を行うことが可能となっ

たという制度です。

この指定管理者制度の目的、これは大きなもので、民間の能力を活用しつつ、住民サービ

スの向上を図るとともに、経費の節減等を図ることを目的としていると。これは今、地方財

政というのが非常に逼迫した中で動いておりますが、この経費の節減という部分がやはり一

番大きな部分ではないかというふうに考えます。

そこで、私がこれは調べたところなんですけれども、これは北九州市門司のビール、赤レ

ンガ館と。これも以前は31,900千円かかっていた管理費が、これはＮＰＯ法人に委託をされ

て12,000千円と、これは20,000千円ぐらい違うわけですね。こういったことがあると。もう

一つは県内、これは東与賀町の文化ホールふれあい館というところがございます。これは

61,000千円から39,000千円に減っているわけです。ここも20,000千円近く削減されているわ

けです。こういった中からも、ＮＰＯに関する委託というのは非常に重要になってくるとい

うふうに思います。

まず、当市がＮＰＯに対してどのような考えを持っていらっしゃるのかお伺いをいたしま

す。

○議長（小池幸照君）

答弁を求めます。北村企画課長。

○企画課長（北村建治君）

徳村議員の１回目の御質問で、本市のＮＰＯの考え方についてお答えをいたします。

本市は、ガタリンピックの実施に見られますように、官と民の協働体制はほかに先駆けて

確立されていると思っておるところでございます。今日におきましても、各種の事業やイベ

ントなどは官民協働で、あるいは民主導で実施されておるところでございます。このため、

市内には多くのボランティアグループ、あるいは村おこし、地域おこしグループなど広義の
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ＮＰＯが多数存在をしております。

一方、鹿島市にはＮＰＯ法人と言われるものが、年度当初までは福祉関連の３法人がござ

いました。これらＮＰＯ法人の設立については、これまで県の方で手続がなされておりまし

たために、市は直接関与をしてこなかったところでございます。しかしながら、近年、官民

協働社会づくりの推進については県におきましても積極的な取り組みがされておりまして、

本市にもＮＰＯの設立支援、あるいは活動支援などを行うＮＰＯ法人がつい６月に設立をさ

れたと聞いております。

このような中、地方分権の推進のため、県からの権限移譲も積極的に行われておりまして、

鹿島市も市民サービスの向上の視点に立って、できるものから積極的に移譲を受けてきまし

た。しかしながら、行政におきましては、厳しい財政状況の中にあって組織のスリム化が図

られ、移譲は受けたいが、受ける余力があるのかという新たな課題が課題として生じてきた

ところでございます。

今後も地方分権、あるいは行財政改革の推進に伴いまして、官から民への流れは一層加速

するものと思われます。官民協働が進んでいる鹿島市におきましても、期間が限られたイベ

ントなどはボランティア活動の範囲で十分対応できるかもしれませんが、恒常的なもの、あ

るいは専門的な知識、あるいは技能が必要なものにまで、おのおのが生業を持ちながら取り

組まなきゃならないボランティア活動に求めるのは無理があるというふうに思っているとこ

ろでございます。そこにＮＰＯ法人の存在意義があると考えております。

なお、本市におきましても、今後スリム化を図る上でＮＰＯとの連携は当然重要になって

くるものというふうに思っております。

以上です。

○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。

○１番（徳村博紀君）

先ほど答弁の中に、６月に設立をされたというＮＰＯの法人団体があるということをおっ

しゃいました。それは私も話は聞いておるんですが、東亜工機さんが旧跡地ですね、今は移

転されて新しいところに移っていらっしゃいますけれども、そこの東亜工機さんの跡地の部

分をＮＰＯさんに無償で提供すると、貸し出すという話がありますけれども、これについて

市では何らかの対策、そういったことは考えていらっしゃるのか、どうかお伺いいたします。

○議長（小池幸照君）

北村企画課長。

○企画課長（北村建治君）

６月に市内で設立されております新しいＮＰＯ、これは長い名称ですけれども、特定非営

利活動法人佐賀西部市民活動サポートセンターフロンティアというようなＮＰＯだそうでご
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ざいます。議員からのこのような一般質問の通告がありました二、三日後だったんですけれ

ども、ここの事務局長さんとお話しする機会がございました。それで、お話をする中で、先

ほど議員が言われますように、旧東亜工機の事務所の跡を東亜工機の会長さんの方から無償

で貸してもいいというような話があって、現在そこを借りるように手続をしていると。そし

て、これについては、県の中間支援組織としての認定を受ければ、ある程度補助を受けなが

ら整備ができるということで申請をしていると。その認可が、ちょうど私が９月１日だった

かと思いますけれども、お話しした前日ぐらいにその認可の通知が来たということで、その

費用で今から若干事務所に適するように改造をしていきたいというような話がございました。

それで、それが済めば、そこに移転をしたいということでございます。

そういうことで、先ほど答弁の中で県から権限移譲がなされているということを答弁いた

しましたが、今年度もＮＰＯ法人の設立認証等、一連の事務移譲についての打診があってお

ります。市としても、住民サービスの面から見れば、市内でＮＰＯ法人の設立の手続ができ

れば便利になるということは間違いございませんので、受ける方向で検討をしていますけれ

ども、先ほど言いましたように、行政のスリム化とどう整合性をとっていくのかという問題

もございます。そこで、今回設立されて、県から地域拠点づくりの活動支援事業の認定を受

けて、先ほど言いました旧東亜工機事務所跡に入ることになったＮＰＯ法人さんであります

けれども、こことまさに設立や活動支援を そのＮＰＯさんというのは、ＮＰＯ法人の設

立とか、あるいは活動支援そのものを目的としているＮＰＯ法人でございますので、ここと

我々が権限移譲で受けようとしている事務ですね、そういったことについて連携、あるいは

活用を図ることで、そうすればＮＰＯ法人の育成にもつながっていくんではないかなという

ふうに考えておるところでございます。

以上です。

○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。

○１番（徳村博紀君）

先ほど受ける方向でということで御答弁いただきましたけれども、ＮＰＯ法人でもいろん

な分野があって、その業種に対応できるＮＰＯだったり、あるいは全く別のＮＰＯだったり

いろいろ存在するわけですけれども、例えば、もしその業種に対応できる能力があるＮＰＯ

があったとしますよね。そういった場合に、そちらのＮＰＯの方に任せていってもいいとい

う考えはありますか。

○議長（小池幸照君）

北村企画課長。

○企画課長（北村建治君）

お答えをいたします。
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先ほど申しましたように、この新しくできたＮＰＯ法人というのは、ＮＰＯ法人の設立や

活動支援そのものを目的としているところでございますので、例えば、私どもがＮＰＯ法人

の設立のためのいわゆる認証事務等、一連の事務を県から移譲を受けた場合には、そこらの

協力を得ながらやっていけるんじゃないかなと思っております。

○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。

○１番（徳村博紀君）

県からということですか、市単独じゃなくて。県から要請があった場合ということですか。

○議長（小池幸照君）

北村企画課長。

○企画課長（北村建治君）

今までそういったＮＰＯ法人の設立手続というものは、県が一括してやっていたわけで

すね。それを今回すべてを市に移譲するという打診が来ているわけですよ、これを受ける

か受けないかどうかと。それを受けることによって、そこらあたりを我々もまだそういっ

たＮＰＯの認証事務等についてはまだ知識が十分ございませんので、そのためにそういった

ＮＰＯが専門的な知識を有しているならば、そういった知識等を利用することはできるんじ

ゃないかなと思っているところです。

○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。

○１番（徳村博紀君）

ぜひ市の方できちんとやれるように整備をしていただきたいというふうに思います。

次に、この指定管理者の選定方法、例えば、今回もいろいろ条例改正なされておりますけ

れども、今まで実績があるところについては引き続き業務をそのまま移行していくというふ

うになっておりますけれども、この後、新規、こういったものが出てくると思います。こう

いった中で、その指定管理者の選定方法というのが出てくると思います。この点についてお

伺いいたします。

○議長（小池幸照君）

北村総務課長。

○総務課長（北村和博君）

徳村議員の指定管理者の選定方法ということでございますけど、まず、指定管理者の選定

に当たりましては、条例、もしくは規則の中で公益的な管理運営が見込まれるかということ

で、公の施設でございますので、平等利用の確保ができるかということ、また、公の施設の

設置目的がございます。その設置目的とか理念に合った事業がその指定管理者に指定した場

合に見込まれるのかということですね。公の施設でございますので、福祉の増進に寄与する
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ものが公の施設ということになっておりまして、指定管理者にした場合には安定した行政サ

ービスの提供を受けられるか、また、事業効果が見込まれることが期待できるかというよう

なこともございます。また、一番大きな目標といたしましては、経費の削減を図られるかと

いうことでございます。

そして最後には、指定期間中、６月議会の中では原則５年程度ということで申し上げまし

た。その期間中、安定した管理運営を行うことができる実績とか人的能力ですね、人材、人

数を有しているのかというのが大きな判断材料、もしくは大きな要素になるということで思

っております。

選定のやり方につきましては、基本的には直営か指定管理者の導入、もしくは候補者の選

定につきましては、それぞれの部で方針を打ち出しまして、これまでの活動の実績、委託の

実績とか効果、また費用面ではどうなのかというのを各部で検討いたしまして、公募するの

か、また単独指名でいくのかは庁議で決定するような段取りで事務を進めていきたいという

ふうに考えているところでございます。

○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。

○１番（徳村博紀君）

先ほど選定方法についてお伺いしましたけれども、私がこの部分で一番聞きたい部分とい

うのは、この選定方法について透明性があるかということなんですね。まず、指定管理者制

度のもとで施設運営への利用者、住民の参加、住民監査請求を含めた住民のチェックと改善

の手続が法的にこれは保障されておりません。指定管理者が得た個人情報の保護についても、

これは同様に言えると思います。流出が心配になると。

指定管理者については、毎年事業報告書、これは業務の実施状況、あるいは利用状況、料

金収入などの実績の提出が義務づけられております。これは議会への報告義務はありません。

また、兼業は禁止規定が適用されず、設置者、首長ですね、そして議員、その他の親族が経

営する事業者が設定される可能性もあり、腐敗、不正の危惧があると。そしてまた、指定管

理者に対してお金の出し入れの監査を行うことはできますが、業務そのもののチェックの監

査は対象になっていないと。これは監査の対象になっておりません。こういうことでは、適

正公平な運営、あるいは運営の的確なチェックができないというふうに思います。この点に

ついて、選定方法についての透明性がどうなのかということをお伺いいたします。

○議長（小池幸照君）

北村総務課長。

○総務課長（北村和博君）

この指定管理者制度の導入でございますけど、総務省通知におきますと、指定の申請に当

たっては複数の指定者に事業計画書を提出させることによることが望ましいとなっておりま

鹿島市議会会議録

－９０－



して、しかし、地域によりましては、施設の性格上とか個々の施設をめぐる状況はそれぞれ

違うと、千差万別であるということで、公募が絶対的な条件とはなっておりません。しかし、

選定に当たりましては、先ほど徳村議員が言われましたように、住民説明、透明性の確保と

いうこと、そして、住民に対してどうしてこの指定管理者を選定したのかというのを私ども

も責任説明をしっかりしなければならないというふうに思っておりまして、そのためにも議

会にこの指定管理者の議案を提案するものでございまして、また、その中でも十分な議論を

していただきたいということで、私どもも選定に当たりましては、この指定管理者の導入の

趣旨に沿った慎重な対応、住民の福祉サービスの向上ということで、その辺の目的に合った

選定を検討したいというふうに考えておるところでございます。

○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。

○１番（徳村博紀君）

我々議会は、この点について的確なチェックができるのかどうかお伺いいたします。

○議長（小池幸照君）

北村総務課長。

○総務課長（北村和博君）

議会に提案をいたします際には、指定管理者から事業計画書とか計画、また予算も含めて

おいただきしますし、私どももそういうふうなことで業者等を詰めていきたいというふうに

考えておりますので、その点につきましては十分な情報を議員の皆様にも提供したいという

ふうに考えておるところでございます。

○議長（小池幸照君）

桑原市長。

○市長（桑原允彦君）

透明性をどう考えるかということと、抱き合わせとして議会がチェックできるかというこ

とは同義語だというふうに思いますが、今確認しましたが、まず、指定管理者を決定すると

きは議会の議決が要ります。これはそこに何で指定をしたのかというチェックになりますね。

それから、またもう一つは、徳村議員の御質問は、毎年どういうことをやっているかという

報告義務がないじゃないかと、それで議会がチェックできるかと。これは鹿島市の場合は報

告義務を課せていいです。どうせこういうものはなあなあで済ませられる問題ではないです

し、内部だけでごちょごちょするわけいきませんので、これは公平性、透明性をちゃんとす

るためにも、鹿島市の場合はそういうふうにしていいというふうに思っております。これを

どうするかは、また事務的に詰めさせますが、そういうふうにしてよろしゅうございます。

○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。
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○１番（徳村博紀君）

先ほど市長の御答弁の中で報告義務を課していいということを言っていただきましたけれ

ども、これは要するに議会への報告義務はないんですが、報告義務をやるということで理解

してよろしいんでしょうか。

○議長（小池幸照君）

桑原市長。

○市長（桑原允彦君）

毎年の経過なり結果報告をいたします。

○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。

○１番（徳村博紀君）

ありがとうございました。

次に、この指定管理者に当たりまして、これはいろいろ範囲が広くなってくると思います。

いろんな分野にかけて指定管理者という制度に移行していくと思いますが、どの部署を指定

管理者に委託していくのか。例えば、体育施設であれば体育館、陸上競技場、野球場、キャ

ンプ場、そして、社会教育施設であれば公民館とか中央公民館ですね、そして図書館、児童

公園、市民会館、コミュニティーセンター等もありますけれども、公営住宅、あるいは道路

とか河川といったところもあるわけですけれども、これについてどの範囲まで委託していく

のかお伺いいたします。

○議長（小池幸照君）

北村総務課長。

○総務課長（北村和博君）

今回、私どもが指定管理者を導入する公の施設といたしましては、議案審議の中でも御審

議をしていただきますけど、７施設を検討いたしております。これにつきましては、18年度

からその施設の管理というのが始まってまいるので、今議会に提案しなければ来年４月から

の維持管理が難しいということで、７施設を予定しているものでございます。

そのほかの施設につきましては、法の改正もあっておりますし、従前は個別法の施設につ

いては指定管理者を導入することはできないとなっておりましたけど、それぞれの個別法の

改正もあっておりますので、それにつきましては毎年検証をしていきたいということで、指

定管理者の数もその都度ふえてくるのではないかなというふうな予測を立てております。

○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。

○１番（徳村博紀君）

では、その都度公募という形をとられるわけですね。
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○議長（小池幸照君）

北村総務課長。

○総務課長（北村和博君）

指定管理者の指定につきましては、公募、もしくは単独指定という方法がありますので、

その都度その二つの中の選択をしていくということになるかと思います。

○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。

○１番（徳村博紀君）

今回議会ではほとんどが指定管理者制度への移行による条例の改正だというふうに思いま

すけれども、指定管理者制度の趣旨が今回の指定管理者制度への移行に対して反映されてい

ると思いますか。

○議長（小池幸照君）

北村総務課長。

○総務課長（北村和博君）

今回提案をいたしております議案につきましては、先ほども申しましたように、18年９月

からは直営、もしくは指定管理者の導入ということを期限が決まっておりました。それで、

今回の指定管理者制度の議案につきましては、従来の委託業者を指定管理者としてお願いを

するというような議案を出しておりますけど、今回の議案につきましては、私どもが従来の

委託業者を指定管理者に選定をするという議案でございますので、これは今からその方向で

議論を進めてまいりますけど、十分な制度の導入に当たるような条例の提案というふうに考

えておるところでございます。

○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。

○１番（徳村博紀君）

次に、今現在、財政基盤強化計画の庁内の正案ということで、先日、８月26日付の資料を

いただいておりますけれども、この中で６ページですかね、市民会館、生涯学習センターエ

イブルについては、平成18年度開校予定の鹿島市民立大学に指定管理者制度を活用して委託

するというふうに、これはあたかも決定したような書き方をされておりますが、先ほど課長

言われましたけれども、公募なのか、それとも指名でやっていくのかということはあります

けれども、基本は私は公募だというふうに思っております。そういった中で、他の団体が指

定管理者に公募をされた場合、これはどうされますか。

○議長（小池幸照君）

北村総務課長。

○総務課長（北村和博君）
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私どもの考えといたしましては、原則公募ということでございます。その条件といたしま

しては、先ほど申し上げましたように、導入の目的がございました。公的な管理運営が見込

まれるのかというようなこと、そして、指定期間中に安定した管理運営を行うことができる

かということ、そして、実績とか人的能力を有しているかということが重要な指定するに当

たっての項目になるかと思います。しかし、今現在、それに見合うような団体があるのかな

いのかというのは、私どもの方はまだ実際能力を有しているかということは判断しておりま

せんので、そこら辺もそういう団体がございましたら勉強させていただきたいというふうに

思っているところでございます。

○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。

○１番（徳村博紀君）

先ほど御答弁の中で団体の実績ということも選考の内容に入ってくるというふうに言われ

ましたけれども、新しくＮＰＯが立ち上がるということになりますと、そこに実績があるか

どうかというのは、ちょっと私はないような気がするんですけれどもね。その点について、

実績というのは選考の中で大きな部分を占めるんでしょうか。

○議長（小池幸照君）

北村総務課長。

○総務課長（北村和博君）

指定管理者の導入に当たりましては、ＮＰＯ法人はほとんど実績があるところは少ないと

いうふうに私どもも考えております。それで、そのＮＰＯの方々につきましては、先ほど企

画課長が答弁いたしましたように、いろんな民間企業の方との連携を持たれた上で、民間と

の協働というような形でその事業を取り組んでいただいたらどうなのかなということで、そ

れで実績づくりをしていただきたいというふうに思っているところでございます。

○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。

○１番（徳村博紀君）

ありがとうございました。

次に、当市の乳幼児医療費について質問いたします。

午前中、松尾議員の方からも質問がありまして、私が聞きたい部分が答弁の中に入ってお

りましたので、その部分は省いていきたいと思います。

まず、当市の乳幼児医療費について、この乳幼児医療費は、今現在35市町村、49市町村か

ら35市町村に変わったわけですが、各市町村によってこれは異なっております。まず、当市

の乳幼児医療費体制がどのようになっているかお願いします。

○議長（小池幸照君）

鹿島市議会会議録

－９４－



迎福祉事務所長。

○福祉事務所長（迎 和泉君）

先ほど松尾議員の方にもお答えをいたしましたが、３歳未満までにつきましては 300円を

個人負担していただければ、残額については県、市の双方で２分の１ずつを支払うような制

度で実施をしております。また、３歳児の歯科医療に限ってでございますが、この部分につ

いては、鹿島市の単独事業ということで無料化をしております。これは平成15年度から実施

をしております。

○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。

○１番（徳村博紀君）

他の市町村の状況を調べてみました。県内では７カ所の自治体で、お隣の白石町もそうで

すけれども、３歳未満は１カ月 300円と。あと就学前までは償還払いと。この償還払いとい

うのは、病院でお金を払いまして、そこでレシートをもらいますね。そのレシートを持って

こういう役場の窓口に行けば、その分のお金を払い戻していただけるという仕組みで、実質

は無料ではないかなというふうに思いますけれども、こういった子供たちにも親にも優しい

環境があるんですけれども、この点についてどういうふうに考えますか。

○議長（小池幸照君）

迎福祉事務所長。

○福祉事務所長（迎 和泉君）

お答えをいたします。

本年４月１日現在、市町村合併が進みまして、県内35市町村になっております。このうち、

鹿島市を含めまして22の市町村が何らかの形で３歳以上の医療費助成を行っております。

先ほど徳村議員の方からお話がありましたが、現在９市町村が、所得制限があったり、半

額助成というところもございますが、小学校の就学前までの助成をされております。当然、

鹿島市でもそれらのことを考え合わせまして、３歳児の歯科医療のみということになってお

りますが、そこの部分については新設をして、新たな事業を起こしたというところでござい

ます。

○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。

○１番（徳村博紀君）

歯科医療は３歳児までですよね。３歳児までなんですけどね、実際は生まれて１年ぐらい

歯がないわけですからね、実質は３年間。だから、そこを考えると５歳ぐらいまでやってい

ただいてもいいんじゃないかなという気が私はいたします。松尾議員も一生懸命就学前まで

何とかならないかということを先ほどおっしゃっていましたけれども、それを実施した場合
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に40,000千円から45,000千円ぐらいかかるということを先ほど御答弁されておったようです

けれども、まず、この40,000千円から45,000千円の財源を生み出す方法を考えたことはあり

ますか。

○議長（小池幸照君）

迎福祉事務所長。

○福祉事務所長（迎 和泉君）

お答えをいたします。

実は40,000千円から45,000千円というのは、３歳未満児で約40,000千円かかっております。

それで、３歳以降というのは、保育所等へ通う機会があって集団生活をすると、そういうこ

とを勘案しますと、それ以降が医療費が余計かかるんじゃないかということでそういうふう

な試算をしておりますが、財源をどうやって生み出すかと。ちょっと若干福祉部門にお聞き

いただいても非常に困るところもございますが、福祉の中ではそういうことで、例えば、何

らかの形でお金をおもらいするという形はいきませんので、うちの方ではやっぱり国の制度、

県の制度、こういうところから助成をしていただくような形の資金の持ち込みという形で、

そういうことでは要請をしているところでございます。

○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。

○１番（徳村博紀君）

福祉事務所に直接こういうことを言っても財源が出てくるわけではないんですけれども、

やはりこれは庁内できちんと話し合った上でいろんな配分がされているんだろうというふう

に思いますけれども、やはりやろうと思えば、まず財源をどこから確保していくかというこ

とが非常に大事になってくると思いますので、ぜひ何を優先的にやっていかなければいけな

いかということをきちんと把握して、順番をつけていただきたいというふうに思います。

次に、これはちょっと私の家庭もそうなんですけれども、まだ６カ月の小さい子供がいる

んですけれども、今、私は３人子供がおります。今、保育園に１人行っているんですけれど

も、この一番上の子が保育園に行って風邪をもらってきます。そしたら、全滅するわけです

ね、兄弟が。そういう状況で、例えば、子供が１人であれば、これは医療費というのは１人

で済むんですね。ただ、これが３人、４人となりますと、これが３倍、４倍かかってくると

いうことになるんです。これは財政が苦しい中でこういうことを言ったら非常にしかめっ面

受けるかもしれませんけれども、これが我々の子育てをやっている年齢層、30代から40年代

前半ぐらいの方だと思いますけれども、この実情があるんですけれども、実際どのようにこ

ういう現状をとらえていらっしゃるのか、感想を。

○議長（小池幸照君）

迎福祉事務所長。
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○福祉事務所長（迎 和泉君）

お答えします。

お答えといいますか、感想をということなんですが、実は私も３人子供を持っております。

もう成人しましたので、多分そのころは大変だったろうなという感じがしております。当然、

子供に対する医療助成制度というのは大事だと思いますし、何度も申し上げますように、そ

ういうことはお金があったら当然やりたいという気持ちは心の中には持っております。ただ、

なかなか全市的な財政ということで考えますと、どこまでできるのか。例えば、うちの福祉

の方だけ充実をしてくださいということも言えませんので、お願いはしつつも、やっぱり厳

しいところもあるということは御理解いただきたいと思います。

○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。

○１番（徳村博紀君）

ありがとうございました。

次に、当市、鹿島市の出生率をお伺いいたします。これは出生率というのは、合計特殊出

生率ですね。

○議長（小池幸照君）

迎福祉事務所長。

○福祉事務所長（迎 和泉君）

お答えをいたします。

出生率というのは、本来福祉事務所の所管ではございませんが、事前に御通告の中でお尋

ねがありましたので、うちの方から御回答したいと思いますが、鹿島市の方では独自に出生

率という数字は出しておりません。そういうことがございまして、県の方の資料といいます

か、県の資料を参考にした数字でございますが、若干古くて申しわけございませんが、平成

10年から14年の平均ということで1.81という数字がございます。ちなみに、新しい方では、

これは県の数字しかわかりませんが、これは佐賀新聞の６月２日の情報ですが、昨年の出生

率が佐賀県は1.49ということで報告があっておるようでございます。

○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。

○１番（徳村博紀君）

実は私もこれは独自で調べました。これは佐賀市が1.52で、鳥栖市が1.48、伊万里市が

1.91、鹿島市は1.81で先ほどおっしゃいましたね。多久市が1.66、唐津市が1.79、武雄市が

1.83、これは県内７市の数字でございます。全国から見てどうなのかということを言います

と、全国では出生率は第４位です。そして、九州では第２位。７市の中でですけれども、鹿

島市はこの７市の中では３位と。非常に県内、または全国的に見ても、この出生率というの
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は非常に高い数字です。なおさら、自治体のバックアップが必要になってくると思います。

この点について、子供が全国的にも非常に高い数字で生まれているという中で、やはりバ

ックアップ、サポート体制がしっかりしていないと、じゃ、鹿島市よりもお隣がいいわとい

うことで行かれるケースだってないとは言えないんですよね。そういうところで人口が減少

してしまうというのもやはりどうなのかなというふうに考えますので、その点についてはど

のようにお考えなのかお伺いします。

○議長（小池幸照君）

迎福祉事務所長。

○福祉事務所長（迎 和泉君）

ただいまの件についてお答えをしたいと思います。

出生率が高いということで徳村議員おっしゃられておりますが、当然出生率というのはど

こを基準にするかということがあるかと思います。鹿島市は県で３番目に高い数字だという

ことでおっしゃいますけど、総体的に言えば、この1.81、実際はもっと落ちていると思いま

すが、私は実はこの数字というのは特に高い数字だとは思っておりません。ただ、高いとか

低いとかいうことの問題じゃなく、やっぱり当然それに対する手だてといいますか、先ほど

の乳幼児医療の件もございますし、ほかの制度でも充実をしていくべきだろうと思います。

むしろ逆に、この出生率を上げるような施策という方向で検討すべきだろうと思っておりま

す。

以上です。

○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。

○１番（徳村博紀君）

ありがとうございました。

次に、３点目の子供を産み育てる環境づくりとしてというところで、現在のこの点につい

て若干疑問を 疑問というか、矛盾を感じている部分があるんですけれども、子供を産み

育てるという環境づくりとして、もちろん国も県も、そして市もいろいろな施策を出して、

それなりに日々よくなる方向で頑張っていらっしゃると、努力されているとは思います。し

かし、この問題について、先ほど矛盾ということを私は言いましたけれども、どういうこと

かといいますと、児童手当というのは基本的には扶養者の所得によって判断されるわけです

ね。ほとんどの世帯はお父さんがいらっしゃるんであればお父さんだろうし、お母さんがな

っていらっしゃるところもありますけれども、そういった扶養者の所得で判断されておりま

す。ところが、保育料を見てみますと、これは両親の所得で判断されているわけですね。

市では、次世代育成支援行動計画の平成17年３月版ですかね、これに子育てに伴う経済的

負担の軽減という部分でうたってありますけれども、女性就業支援とうたっておきながら、
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お母さん方、特に我々の子育てをするお母さん方ですね、この方が働きに出るということに

なると、これは合算で所得を判断されるわけですね。そういうところから見ると、これは合

算で所得をしますと、おのずと保育料が上がるわけですね。保育料が上がるといいましても、

これはある一定の所得ですね、お母さんが 1,030千円以下の所得であれば保育料に反映され

ないんですけれども、 1,030千円を超えた時点から保育料に反映されると。要するにお母さ

ん方が働きに出て、ちょっとでも余計所得を得るようになったら保育料まで上がってしまう

というふうになってしまうわけですね。その部分というのは、やはり就業支援といいながら、

これはお母さん方の就労意欲をそいでしまう大きな一つの原因になるんではないかというふ

うに思いますが、その点についてどうでしょうか。

○議長（小池幸照君）

迎福祉事務所長。

○福祉事務所長（迎 和泉君）

お答えをしたいと思います。

若干論点が違うかもしれませんが、児童手当は児童手当法に基づきまして、その世帯の、

ほとんどの方はお父さんですが、所得によって支給がなされます。当然その内容によって所

得制限がございますので、支給をされない方もいらっしゃいます。

逆に、保育所につきましては世帯の収入ということで、これは私がうろ覚えで申しわけな

いんですが、以前は世帯の全員さん、収入がある方、所得がある方全員の所得に対して保育

料がかけられていたと思います。私が子供を出すころはそうだったですので、多分そうだろ

うと思います。ただ、今はですね、先ほど徳村議員おっしゃられるように、両親の所得とい

うことで限定をされております。これをどう見るかということは、非常に確かに難しいとこ

ろがございます。というのは、これが制度的に国からの基準といいますか、ある程度の指導

がございますので、うちの方だけどうするという形では、確かにおっしゃられるような問題

点といいますか、保育料を出すために働きに行って保育料が上がるというのはおかしいんじ

ゃないかと、そういうところもございますが、何分制度というのがございまして、うちだけ

どうしても変えるというわけにはいかないので、それを変えるように軽減措置をした場合は、

その分については市町村がすべて持つような形になりますので、その辺はそういうことで、

御理解はいただけないかもしれませんが、そういう状況でございます。

○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。

○１番（徳村博紀君）

先ほどの保育料の続きですけれども、私は教育、これはもちろん保育園も幼稚園もその中

の一つだと私は考えておりますけれども、こういった教育というものにはやはりお金がかか

ると思います。お金をかけた分、質の高いものができ上がります。そしてまた、その観点か
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ら考えますと、保育料を下げるという考え方や内容を粗末にしてしまうということは絶対に

あってはならないというふうに思います。しかしながら、やはり家計の中で保育料の占める

割合というのは非常に高いものがあります。現在、お母様方、特に我々の世代のお母さん方

というのは、仕事に出て一定の所得を超えますと、その分も保育料に反映されるということ

で保育料がアップ、先ほど言いましたね。この保育料が上がった分を市の方で少しでも補う

ことができないのかどうか。先ほどの制度を変えることができないんであれば、その分を補

うというのは市単独でできると思うんですね。その分についてはどうなのかお伺いいたしま

す。

○議長（小池幸照君）

迎福祉事務所長。

○福祉事務所長（迎 和泉君）

お答えをいたします。

お母さんの所得ということに限らず、全般的な形でお答えをさせていただきたいと思いま

すが、実は保育料につきましては、国が示しております基準額というのがございます。当鹿

島市は、総額で申しますが、その基準額に対して17.5％の保育料、総額でですね、安くなっ

ております。この17.5％といいますと、この部分を市が一般財源で負担するようになります

が、昨年度実績で51,840千円ございます。これらの助成をやって、よそと比べてどうかと言

われますと、うちより安いところもございますし、８市の中ではうちは基準的には安い金額

にやっているいうことで、全般的に少しずつではございますが、抑えているということで御

理解をいただきたいと思います。

○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。

○１番（徳村博紀君）

数字を聞いてみますと、非常にやっぱり高い金額がかかっているんだなという気がいたし

ます。努力されているんだなというのもわかります。

子供は国の宝、地域の宝ということも、実際いろんな方々が言っていらっしゃいますけれ

ども、なかなかそれが形になって見えてこないという部分がありますので、非常にこの部分

は残念ですけれども、ぜひこれからも頑張って努めていただきたいというふうに思います。

質問は変わりますけれども、私、昨年９月の一般質問の中でもこれに似たような子供に対

する質問をいたしましたけれども、あれから１年ぐらい期間がありますけれども、国とか県

とか市、市民にメリットがあるような政策が何か具体的にあったのかどうかお伺いをいたし

ます。

○議長（小池幸照君）

迎福祉事務所長。
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○福祉事務所長（迎 和泉君）

お答えをいたします。

昨年９月の議会で徳村議員の方から、子育て支援の関係で事業実施ということで受けてお

ります。それ以降、具体的に何かやったかということですが、実は目に見える形というのは

正直なところございません。具体的にお金をかけて実施したという意味ではございません。

ただ、先ほど徳村議員の方から御紹介いただきました次世代育成支援行動計画、これをこと

しの３月に策定をしまして、今後５カ年の方針を決定したことというのが一つ成果かなと思

っております。

それから、子育てに関する子育て支援センターというのがエイブルの１階にございます。

ここの相談件数、ちょっと私も福祉部門に来てびっくりしたんですが、電話相談まで含めま

して、昨年度１年間で 1,813件あっております。そのくらい子育てに対しては相談といいま

すか、悩みがあるんだなと。それに対してのお答えといいますか、相談業務については乗れ

ているんじゃないかなと、そういうことで理解をしているところでございます。

以上でございます。

○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。

○１番（徳村博紀君）

最後、不登校児の対策について質問をいたします。

現在、小学校、中学校で何人ぐらいの不登校児がいるのかお伺いします。

○議長（小池幸照君）

中橋教育次長。

○教育次長（中橋孝司郎君）

お答えいたします。

最新で、ことしの７月段階で、小学校で４名、中学校で23名という数字が出ております。

○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。

○１番（徳村博紀君）

この中で、今、田沢記念館で受け入れをしていただいていると思いますけれども、ここに

は何名の児童・生徒が来ているんでしょうか。

○議長（小池幸照君）

中橋教育次長。

○教育次長（中橋孝司郎君）

田沢記念館で行ってもらっている「さくら」、適応指導教室の方には現在３名から４名が

通っております。
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○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。

○１番（徳村博紀君）

先ほどの答弁でいきますと、合計27名いる中で、田沢記念館で受け入れていただいている

のが３名から４名ということでありますけれども、27人から４名例えば引いたとしても、ま

だ23名いらっしゃるわけですけれども、残りの不登校児はどういうふうな、別の対応があっ

て、そこに受け皿があるのかどうかお伺いします。

○議長（小池幸照君）

中橋教育次長。

○教育次長（中橋孝司郎君）

お答えをいたします。

先ほどの数字から田沢記念館の分が４名ということですので、あと残りということになり

ますが、これは全体的な不登校についての一つの取り組みということで、数々の事業を行っ

ています。

まず、市内の中ではいじめ・不登校対策委員会というのを開催いたしまして、この実態の

把握に努め、今後の指導のあり方等の研究を行っております。それから、不登校の調査とい

うことで、これは先ほど言いますように、実態の把握とその対策を含めての協議を行ってお

ります。

それから、あとスクールアドバイザー、これは県の補助ですが、もう一つ、スクールカウ

ンセラーというのが国庫補助の事業でございますが、これをそれぞれ西部中、東部中の各学

校に配置をしながら、生徒の相談、また家族の相談等に当たっております。

それから、心の教室相談員の派遣ということで、これは中学校に設置をしながら、生徒の

悩み相談、また不登校生徒の家庭訪問等に当たっております。

それから、親と子の相談員の派遣ということで、これは県の助成でありますけれども、明

倫小と鹿島小に配置をしながら、児童の話し相手、悩み相談、家庭・地域・学校の支援とい

うことで行っております。

それから、先ほど申しました「さくら」の取り組み、これについては、平成10年から補助

を受けながら始まりましたけれども、既にその補助が切れていますが、市の単独で平成15年

度から継続をいたしております。

それから、あとは各小・中学校の学校単位で、不登校生徒宅の家庭訪問、教育相談に関す

る職員研修等を定期的に開催をしながら、在宅の部分も含めて、それぞれの対応を今してい

るところでございます。

○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。
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○１番（徳村博紀君）

先ほどの御答弁の中で、家庭訪問ということが出てきましたけれども、この家庭訪問の状

況、例えば、月に１回だとか２カ月に１回だとか訪問回数とかですね、そういったことをお

聞きしてよろしいですか。

○議長（小池幸照君）

小野原教育長。

○教育長（小野原利幸君）

家庭訪問に限らず、家庭との電話等での連絡、そういったものが一番頻繁に行われている

であろうかと思います。

それから、家庭訪問の回数は、これは個々のケースによってちょっと違いますので、定期

的に年一、二回行うもののほかに、ケース・バイ・ケースで対応しているという実情でござ

います。

○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。

○１番（徳村博紀君）

この不登校児について、やはり子供たちというのは、学力が低下すると。要するに、自分

たちと同学年の児童や生徒が今習っている学習内容ですね、そういったところからのおくれ

をとるという一番の不安があるんじゃないかなという気がいたしますが、その点のケアとい

うのは十分にされているんでしょうか。

○議長（小池幸照君）

小野原教育長。

○教育長（小野原利幸君）

できるだけその時々の情報をほかの生徒とでこぼこがないように、家庭への通知等を行っ

ていると。それに、友達とかを通じまして、コンタクトを絶やさないようにしているという

ようなところでございます。

○議長（小池幸照君）

１番徳村博紀君。

○１番（徳村博紀君）

今御答弁をいただきましたけれども、こういったことすべて含めて今後の方針ですね、不

登校児に対する方針を最後にお聞かせください。

○議長（小池幸照君）

小野原教育長。

○教育長（小野原利幸君）

議員お察しのとおり、不登校の要因というのが、あるいは背景となるものが極めて複雑多
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様だということで、なかなか特定することが不可能に近いぐらい非常に難しい状況にあると

いうことをまず御認識いただきたいというふうに思います。

このことが原因ということがはっきり明確になれば、そこに手だてを講ずれば一般的には

解決に向かうということになろうかと思いますが、何せ、いわゆる子供たちの内面にかかわ

る問題、心の問題というのが大きな要因でありますので、学校の先生方も必ずしもその面で

のエキスパートではないわけですね。そういう面で、カウンセラーとかアドバイザーとか、

あるいはその他専門の機関等の支援をいただきながら、恐らくこれが今の時点ではよりベタ

ーな方法であろうと、ベストに近い方法であろうというものを信じながら対応しているとい

うのが現状であります。これはある程度の時間を要することでありますし、やはり気長に心

の変化を待つというような姿勢が、あきらめず粘り強くといいますか、そういうスタンスが

今後とも私たちに課せられているところだというふうに思っております。

○議長（小池幸照君）

以上で１番議員の質問を終わります。

お諮りいたします。この際、日程第２．休会の議決、日程第３．休会の日の会議を日程に

追加し、議題にいたしたいと思いますが、これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（小池幸照君）

御異議ないものと認めます。よって、日程第２．休会の議決、日程第３．休会の日の会議

を日程に追加し、議題といたします。

日程第２ 休会の議決

○議長（小池幸照君）

日程第２．休会の議決。

お諮りいたします。９月６日は一般質問となっておりますが、台風接近により休会といた

したいと思いますが、これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（小池幸照君）

御異議ないものと認めます。よって、９月６日は休会とすることに決しました。

日程第３ 休会の日の会議

○議長（小池幸照君）

日程第３．休会の日の会議。

お諮りいたします。９月８日は休会となっておりましたが、議事の都合により会議を開き、

一般質問を行いたいと思いますが、これに御異議ありませんか。（「異議あり。いいですか、

異議。異議というか、意見を」と呼ぶ者あり）

採決になります。（「そしたら、意見は言えないね。反対とかなんとかじゃなかばってん
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さ」と呼ぶ者あり）

これに御異議ありませんか。（「異議はあるやろうもん」「何かあれば動議を出さんば」

と呼ぶ者あり）

御異議ありますか。20番松尾征子君。

○20番（松尾征子君）

ただいまの提案について、台風の接近ということで、あすどうなるかわからないという状

況だと思いますが、もしそういう形で延期をしなくちゃいけないような状況なら、今も地図

を見せてもらいましたが、そういうことで今のまま強い台風が来るということになれば、８

日の日だって引きずり込むおそれが 台風は行くでしょうけど、その状況の中で後始末な

んか、職員の人なんかは特にそうだと思いますが、どうかなという気がするんですよ。とい

うことなら、そこに来てまた延ばさなくちゃいけないような状況をつくるより、いっそのこ

ともう少し余裕を持って延ばす方がベターじゃないかと私は思います。

以上です。

○議長（小池幸照君）

昼間の議会運営委員会によりまして台風の進路等を確認しながら、８日は山陰付近の方に

抜けるという可能性が強いということで８日に決定をいたしました。それでよろしゅうござ

いますか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（小池幸照君）

それで御異議ないものと認めます。よって、９月８日は会議を開くことに決しました。

本日の日程はこれにて終了いたします。

９月６日から７日は休会とし、次の会議は９月８日午前10時から開き、一般質問を行いま

す。

本日はこれにて散会をいたします。

午後４時28分 散会

○議長（小池幸照君）

なお、ケーブルテレビをごらんの皆様に、この場をかりまして教育委員会よりの連絡を行

います。

台風14号接近のため、あす９月６日は市内の小・中学校は休校になりましたので、御連絡

をいたします。あす９月６日は市内の小・中学校は休校となります。

以上です。
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